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１　社会保険診療報酬支払基金の概要
　⑴　事業内容
　　ア�　診療担当者の提出する診療報酬請求書の審査（その審査について不服の申出が

あった場合の再審査を含む。以下同じ。）を行うこと。
　　イ�　前記アにより審査を行った診療報酬請求書に対して、厚生労働大臣の定めるとこ

ろにより算定した金額を支払うこと。
　　ウ�　前記ア及びイに準じ、訪問看護療養費又は家族訪問看護療養費の審査及び支払を

行うこと。
　　エ�　各保険者から、委託金の委託を受けるとともに各保険者に診療報酬の請求を行う

こと。
　　オ�　保険者から委託された医療保険各法等による保険給付の支給に関する事務（前記

アからエまでの業務を除く。）を行うこと。
　　カ�　保険者から委託された健康保険法、船員保険法、私立学校教職員共済法、国家公

務員共済組合法、国民健康保険法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確
保に関する法律に掲げる情報の収集又は整理に関する事務を行うこと。

　　キ�　保険者から委託された健康保険法、船員保険法、私立学校教職員共済法、国家公
務員共済組合法、国民健康保険法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確
保に関する法律に掲げる情報の利用又は提供に関する事務を行うこと。

　　ク�　診療報酬請求書及び特定健康診査等に関する記録に係る情報その他の国民の保健
医療の向上及び福祉の増進並びに医療費適正化に資する情報の収集、整理及び分析
並びにその結果の活用の促進に関する事務を行うこと。

　　ケ　前記アからクまでの業務に附帯する業務を行うこと。
　　コ�　前記アからケまでの業務のほか、社会保険診療報酬支払基金法第１条の目的を達

成するために必要な業務を行うこと。
　　サ　前記アからコまでの業務のほか、次の業務を行うこと。
　　　ア�　生活保護法、児童福祉法、母子保健法、戦傷病者特別援護法、原子爆弾被爆者に

対する援護に関する法律、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する
法律、石綿による健康被害の救済に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律又は難病の患者に対する医療等に関する法律の規
定により医療機関の請求することのできる診療報酬の額又は被爆者一般疾病医療
機関若しくは保険医療機関等若しくは生活保護指定医療機関に支払うべき額の決
定について意見を求められたときは、意見を述べる業務

　　　イ�　生活保護法、戦傷病者特別援護法、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律、
児童福祉法、母子保健法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する



─ 3─

法律、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する
法律、石綿による健康被害の救済に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律又は難病の患者に対する医療等に関する法律の規
定により医療機関に対する診療報酬又は一般疾病医療費若しくは医療費に相当す
る額の支払に関する事務を委託されたときは、その支払に必要な事務を行う業務

　　　ウ�　防衛省の職員の給与等に関する法律の規定により、療養を担当する者が国に対
して請求することができる診療報酬の額の審査に関する事務及びその診療報酬の
支払に関する事務を委託されたときは、これらに必要な事務を行う業務

　　　エ�　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律又は麻薬及び向精神薬取締法の規定
により、これらに規定する審査、額の算定又は診療報酬の支払に関する事務を委
託されたときは、これらに必要な事務を行う業務

　　　オ�　生活保護法又は防衛省の職員の給与等に関する法律の規定により委託された情
報の収集若しくは整理又は利用若しくは提供に関する事務を行う業務

　　シ�　厚生労働大臣の定める疾病について医療機関が請求することができる費用の額の
審査及び支払に関する事務を行うこと。

　　ス�　高齢者の医療の確保に関する法律の定めるところにより次の高齢者医療制度関係
業務を行うこと。

　　　ア�　保険者から前期高齢者納付金等を徴収し、保険者に対し前期高齢者交付金を交
付する業務及びこれに附帯する業務

　　　イ�　保険者から後期高齢者支援金等を徴収し、後期高齢者医療広域連合に対し後期
高齢者交付金を交付する業務及びこれに附帯する業務

　　　ウ�　後期高齢者医療広域連合から出産育児支援金を徴収し、保険者から出産育児関
係事務費拠出金を徴収し、及び保険者に対し出産育児交付金を交付する業務並び
にこれに附帯する業務

　　　エ�　保険者から病床転換支援金等を徴収し、都道府県に対し病床転換助成交付金を
交付する業務及びこれに附帯する業務

　　　オ�　前記アからエまでの業務のほか、特定健診決済代行業務その他の厚生労働大臣
の認可を受けて行う高齢者の医療の確保に関する法律第１条に規定する目的の達
成に資する業務

　　セ　介護保険法の定めるところにより次の介護保険関係業務を行うこと。
　　　ア�　医療保険者から納付金を徴収する業務
　　　イ�　市町村に対し介護給付費交付金を交付する業務
　　　ウ�　市町村に対し地域支援事業支援交付金を交付する業務
　　　エ�　前記のア、イ及びウの業務に附帯する業務
　　ソ�　特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の定めるところ
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により次の特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等支給関係業務を行うこと。
　　　ア�　特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等を支給する業務
　　　イ　前記のアの業務に附帯する業務
　　タ�　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律の定めるところに

より次の医療機関等情報化補助業務を行うこと。
　　　ア�　医療機関等が行う電子資格確認の実施に必要な費用その他地域において効率的

かつ質の高い医療提供体制を構築するための医療機関等の提供する医療に係る情
報化の促進に要する費用を補助する業務

　　　イ�　医療機関等が行う電子資格確認の実施に必要な物品その他地域において効率的
かつ質の高い医療提供体制を構築するための医療機関等の提供する医療に係る情
報化の促進に要する物品を調達し、及び提供する業務（医療機関等の申出に応じ
て当該物品を調達し、及び提供する業務を含む。）

　　　ウ�　前記のア及びイの業務に附帯する業務
　　チ�　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律の定めるところに

より次の支払基金連結情報提供業務を行うこと。
　　　ア�　個人単位化された被保険者番号等を利用して医療等情報の連結に必要な情報を

提供する業務
　　　イ　前記のアの業務に附帯する業務
　　ツ�　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律の定めるところに

より次の支払基金電子処方箋管理業務を行うこと。
　　　ア�　医療機関から電子処方箋の情報の提供を受け、当該情報を患者が閲覧できるよ

うにするとともに調剤を実施する薬局に提供する業務
　　　イ�　医療機関及び薬局から提供を受けた情報を記録し、管理し、及び活用する業務
　　　ウ�　患者が処方又は調剤された薬剤に関する情報を医師・歯科医師・薬剤師に提供

する業務
　　　エ　前記のア、イ及びウの業務に附帯する業務
　　テ�　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の定めるところにより

次の流行初期医療確保措置関係業務を行うこと。
　　　ア�　保険者等から流行初期医療確保拠出金等を徴収する業務
　　　イ　都道府県に対し、流行初期医療確保交付金を交付する業務
　　　ウ　都道府県知事から委託された流行初期医療確保措置に係る事務を行う業務
　　　エ　前記のア、イ及びウの業務に附帯する業務
　　ト�　子ども・子育て支援法の定めるところにより次の子ども・子育て支援納付金関係

業務を行うこと。
　　　ア�　令和８年度から毎年度、健康保険者等から、子ども・子育て支援納付金を徴収
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する業務
　　　イ　前記のアの業務に附帯する業務
　　ナ�　全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を

改正する法律（令和５年法律第３１号）第４条の規定による改正前の国民健康保険
法の定めるところにより次の退職者医療関係業務を行うこと。

　　　ア　被用者保険等保険者から拠出金を徴収する業務
　　　イ　都道府県に対し療養給付費等交付金を交付する業務
　　　ウ　前記ア及びイの業務に附帯する業務
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⑵　事務所の所在地

主 た る 事 務 所 の 名 称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東京都

（中核審査事務センター）

名 　 　 　 　 　 　 　 称 所　在　地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東 北 審 査 事 務 セ ン タ ー 宮城県仙台市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 関 東 審 査 事 務 セ ン タ ー 東京都豊島区

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 中 部 審 査 事 務 セ ン タ ー 愛知県名古屋市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 近 畿 審 査 事 務 セ ン タ ー 大阪府大阪市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 中 四 国 審 査 事 務 セ ン タ ー 広島県広島市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 九 州 審 査 事 務 セ ン タ ー 福岡県福岡市

（地域審査事務センター）

名 　 　 　 　 　 　 　 称 所　在　地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 北 海 道 審 査 事 務 セ ン タ ー 北海道札幌市

社会保険診療報酬支払基金北関東地域審査事務センター 埼玉県さいたま市

社会保険診療報酬支払基金北陸地域審査事務センター 石川県金沢市

社会保険診療報酬支払基金四国地域審査事務センター 香川県高松市

（審査事務センター分室）

名 　 　 　 　 　 　 　 称 所　在　地

社会保険診療報酬支払基金東北審査事務センター盛岡分室 岩手県盛岡市

社会保険診療報酬支払基金北関東地域審査事務センター高崎分室 群馬県高崎市

社会保険診療報酬支払基金中四国審査事務センター米子分室 鳥取県米子市

社会保険診療報酬支払基金九州審査事務センター熊本分室 熊本県熊本市
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（審査委員会事務局）

名 　 　 　 　 　 　 　 称 所　在　地

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 北 海 道 審 査 委 員 会 事 務 局 北海道札幌市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 青 森 審 査 委 員 会 事 務 局 青森県青森市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岩 手 審 査 委 員 会 事 務 局 岩手県盛岡市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 宮 城 審 査 委 員 会 事 務 局 宮城県仙台市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 秋 田 審 査 委 員 会 事 務 局 秋田県秋田市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 形 審 査 委 員 会 事 務 局 山形県山形市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 島 審 査 委 員 会 事 務 局 福島県福島市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 茨 城 審 査 委 員 会 事 務 局 茨城県水戸市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 栃 木 審 査 委 員 会 事 務 局 栃木県宇都宮市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 群 馬 審 査 委 員 会 事 務 局 群馬県前橋市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 埼 玉 審 査 委 員 会 事 務 局 埼玉県さいたま市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 千 葉 審 査 委 員 会 事 務 局 千葉県千葉市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 東 京 審 査 委 員 会 事 務 局 東京都豊島区

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 神 奈 川 審 査 委 員 会 事 務 局 神奈川県横浜市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 新 潟 審 査 委 員 会 事 務 局 新潟県新潟市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 富 山 審 査 委 員 会 事 務 局 富山県富山市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 石 川 審 査 委 員 会 事 務 局 石川県金沢市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 井 審 査 委 員 会 事 務 局 福井県福井市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 梨 審 査 委 員 会 事 務 局 山梨県甲府市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 長 野 審 査 委 員 会 事 務 局 長野県長野市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岐 阜 審 査 委 員 会 事 務 局 岐阜県岐阜市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 静 岡 審 査 委 員 会 事 務 局 静岡県静岡市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 愛 知 審 査 委 員 会 事 務 局 愛知県名古屋市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 三 重 審 査 委 員 会 事 務 局 三重県津市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 滋 賀 審 査 委 員 会 事 務 局 滋賀県大津市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 京 都 審 査 委 員 会 事 務 局 京都府京都市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 大 阪 審 査 委 員 会 事 務 局 大阪府大阪市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 兵 庫 審 査 委 員 会 事 務 局 兵庫県神戸市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 奈 良 審 査 委 員 会 事 務 局 奈良県奈良市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 和 歌 山 審 査 委 員 会 事 務 局 和歌山県和歌山市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 鳥 取 審 査 委 員 会 事 務 局 鳥取県鳥取市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 島 根 審 査 委 員 会 事 務 局 島根県松江市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 岡 山 審 査 委 員 会 事 務 局 岡山県岡山市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 広 島 審 査 委 員 会 事 務 局 広島県広島市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 山 口 審 査 委 員 会 事 務 局 山口県山口市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 徳 島 審 査 委 員 会 事 務 局 徳島県徳島市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 香 川 審 査 委 員 会 事 務 局 香川県高松市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 愛 媛 審 査 委 員 会 事 務 局 愛媛県松山市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 高 知 審 査 委 員 会 事 務 局 高知県高知市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 福 岡 審 査 委 員 会 事 務 局 福岡県福岡市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 佐 賀 審 査 委 員 会 事 務 局 佐賀県佐賀市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 長 崎 審 査 委 員 会 事 務 局 長崎県長崎市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 熊 本 審 査 委 員 会 事 務 局 熊本県熊本市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 大 分 審 査 委 員 会 事 務 局 大分県大分市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 宮 崎 審 査 委 員 会 事 務 局 宮崎県宮崎市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 鹿 児 島 審 査 委 員 会 事 務 局 鹿児島県鹿児島市

社 会 保 険 診 療 報 酬 支 払 基 金 沖 縄 審 査 委 員 会 事 務 局 沖縄県那覇市
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　⑶　職員の定数及びその前事業年度末との比較

区　　分 令和 6年度末 令和 5 年度末

職員定数 3,637 名 3,780 名

審査委員定数

（うち主任審査委員）

4,680 名

（540 名）

4,680 名
（548 名）
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２
　

契
約

の
状

況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
契

　
約

　
保

　
険

　
者

　
等

　
の

　
数

前
年
度
末
現
在

本
年
度
中
増

 
本
年
度
中
減

本
年
度
末
現
在

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

1
 

1
 

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
 

1
 

共
済
組
合
 

国
家

公
務

員
等

2
3
 

2
3
 

私
学

事
業

団
1
 

1
 

市
町

村
職

員
4
7
 

4
7
 

都
職

員
1
 

1
 

指
定

都
市

職
員

1
0
 

1
0
 

都
市

職
員

3
 

3
 

健
康

保
険

組
合

1
,3
8
0
 

1
2
 

1
4
 

1
,3
7
8
 

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
 

1
 

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

1
5
7
 (
1
1
0
)

1
5
7
 (
1
1
0
)

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

9
0
9
 (
8
6
2
)

9
0
9
 (
8
6
2
)

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

1
 

1
 

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

1
5
3
 (
1
0
6
)

1
5
3
 (
1
0
6
)

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

1
 

1
 

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

6
7
 (
2
0
)

6
7
 (
2
0
)

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

6
7
 (
2
0
)

6
7
 (
2
0
)

都
道

府
県

（
麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法

）
4
7
 

4
7
 

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

9
0
9
 (
8
6
2
)

9
0
9
 (
8
6
2
)

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

1
5
7
 (
1
1
0
)

1
5
7
 (
1
1
0
)

都
道

府
県

（新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
係

る
薬

剤
費

及
び

入
院

医
療

費
の

支
給
）

4
7
 

4
7
 

0
 

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

7
 

7
 

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
）

4
7
 

4
7
 

都
道

府
県
（肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

4
7
 

4
7
 

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

1
 

1
 

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

5
3
 

5
3
 

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

1
3
7
 (
9
0
)

1
 

1
3
8
 (
9
1
)

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

9
0
9
 (
8
6
2
)

9
0
9
 (
8
6
2
)

都
道

府
県

及
び

市
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す

る
法

律
）

6
7
 (
2
0
)

6
7
 (
2
0
)

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定
Ｂ
型

肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感

染
者
給
付
金

等
の
支

給
に
関
す
る
特

別
措

置
法
）

0
 

0
 

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
 

1
 

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

1
,7
8
4
 (
1
,7
3
7
)

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（自

治
体

医
療
）

1
,3
6
0
 (
1
,3
4
3
)

5
 

1
,3
6
5
 (
1
,3
4
8
)

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
5
,5
3
2
 

1
8
 

6
1
 

1
5
,4
8
9
 

（
注
）
１
�．
都
道
府
県
及
び
市
区
町
村
（
感
染
症
法
、生

活
保
護
法
、障

害
者
総
合
支
援
法
、
児
童
福
祉
法
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
、
母
子
保
健
法
、
残
留
邦
人
支
援
法
、
措
置
等
医
療
、
難
病
医
療
、

自
治
体
医
療
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
契
約
都
道
府
県
市
区
町
村
数
を
記
し
、
そ
の
括
弧
内
に
市
区
町
村
数
を
再
掲
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
 ２

�．
共
済
組
合
の
国
家
公
務
員
等
の
う
ち
に
は
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
連
合
会
職
員
、
地
方
職
員
共
済
組
合
、
公
立
学
校
共
済
組
合
及
び
警
察
共
済
組
合
が
含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
 ３

�．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

特
定
疾
患
等
）」

の
「
等
」
に
は
、「

茨
城
県
神
栖
町
に
お
け
る
有
機
ヒ
素
化
合
物
に
よ
る
環
境
汚
染
及
び
健
康
被
害
に
係
る
緊
急
措
置
事
業
要
綱
」
に
基
づ
く
審
査
支
払
事

務
に
関
す
る
茨
城
県
知
事
と
の
契
約
、「

水
俣
病
総
合
対
策
費
の
国
庫
補
助
に
つ
い
て
」
に
基
づ
く
療
養
の
給
付
及
び
こ
れ
に
相
当
す
る
給
付
に
関
す
る
審
査
支
払
事
務
に
係
る
新
潟
県
知
事
、
熊
本
県
知
事
、

鹿
児
島
県
知
事
及
び
新
潟
市
長
と
の
契
約
及
び
「
メ
チ
ル
水
銀
の
健
康
影
響
に
係
る
調
査
研
究
事
業
に
つ
い
て
」
に
基
づ
く
研
究
治
療
費
の
支
給
に
関
す
る
審
査
支
払
事
務
に
係
る
熊
本
県
知
事
と
の
契
約
が

含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
 ４

�．「
保
険
者
等
の
種
別
」
欄
の
「（

特
定
Ｂ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
）」

に
つ
い
て
は
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
が
実
施
機
関
で
あ
る
た
め
、
契
約
は
行
っ
て

い
な
い
。
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３
　

管
掌

別
診

療
報

酬
支

払
状

況

保
険

者
等

の
種

別
支
払
確
定
額

支
　
払
　
額

支
払
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

6
,5
1
7
,6
1
9
,1
3
5

6
,5
1
7
,4
7
7
,9
4
9

1
4
1
,1
8
6

1
0
3
,7
6
5

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
8
,6
9
0
,4
3
6

1
8
,6
8
9
,9
3
9

4
9
7

6
7
1

共
済

組
合

1
,5
0
1
,8
9
2
,8
8
7

1
,5
0
1
,8
5
6
,2
1
2

3
6
,6
7
4

1
6
,5
3
1

健
康

保
険

組
合

4
,1
5
8
,3
2
4
,7
5
3

4
,1
5
8
,2
6
0
,3
1
1

6
4
,4
4
2

1
2
1
,0
8
5

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
4
,6
3
3
,5
0
4

1
4
,6
3
3
,5
8
2

△
 
7
7

△
 
9
5

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

1
,3
3
7
,8
2
8

1
,3
3
7
,8
2
8

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

1
,8
4
0
,8
9
7
,8
0
5

1
,8
4
0
,8
4
3
,9
5
6

5
3
,8
4
9

1
7
,1
5
0

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

△
 
1
6

△
 
1
6

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
5
5
,1
8
1
,3
8
2

1
5
5
,1
8
0
,9
2
3

4
5
8

△
 
6
9
2

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

7
4
5
,9
1
5

7
4
5
,8
3
7

7
8

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

9
8

9
8

─
─

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

3
,3
9
6
,8
7
5

3
,3
9
6
,7
2
2

1
5
3

2
6

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

6
,3
9
7
,3
0
5

6
,3
9
7
,3
0
5

─
─

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

2
5
4
,1
2
2
,4
6
3

2
5
4
,1
0
5
,9
6
6

1
6
,4
9
6

1
1
,0
9
3

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
─

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

6
,8
5
1
,0
3
7

6
,8
5
1
,0
3
7

─
3
,0
3
7

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

3
,9
1
9
,1
7
2

3
,9
1
9
,1
7
2

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

5
,3
2
9
,4
4
5

5
,3
2
9
,4
4
7

△
 
1

1
4

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

6
,1
0
1
,1
2
3

6
,0
9
9
,5
6
9

1
,5
5
3

1
0
,0
5
0

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
6
,9
8
6
,2
4
3

1
6
,9
8
6
,2
4
3

─
─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
及

び
肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

2
,7
5
6
,2
8
0

2
,7
5
6
,2
8
0

─
─

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

△
 
1
7
6

△
 
1
0
9

△
 
6
7

△
 
9
0

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

1
,8
9
1
,6
1
6

1
,8
9
1
,6
1
2

3
△
 
8
0

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

2
8
,1
7
0
,5
7
0

2
8
,1
7
0
,1
1
8

4
5
1

4
3
2

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

1
2
,7
6
3
,8
1
8

1
2
,7
6
3
,7
8
8

3
0

8
9

都
道

府
県

及
び

市
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す
る

法
律
）

1
4
7
,3
7
1
,3
4
9

1
4
7
,3
6
5
,0
7
0

6
,2
7
9

1
,8
7
4

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

1
3
4
,6
1
9

1
3
4
,6
1
9

─
─

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
7
9
,6
7
5

1
7
9
,6
7
5

─
△
 
1

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

2
,9
4
2
,7
1
1

2
,9
4
2
,7
1
1

─
─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（自

治
体

医
療
）

4
1
5
,0
0
0
,5
8
7

4
1
4
,9
9
3
,2
8
6

7
,3
0
1

3
,7
2
0

出
産

育
児

一
時

金
等

3
0
9
,3
2
3
,4
8
0

2
9
8
,5
0
8
,9
6
8

1
0
,8
1
4
,5
1
2

1
1
,8
6
7
,4
0
9

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
5
,4
3
2
,9
6
1
,9
3
1

1
5
,4
2
1
,8
1
8
,1
0
8

1
1
,1
4
3
,8
2
3

1
2
,1
5
5
,9
9
5

（
注
）
１
．
「
支
払
確
定
額
」
に
は
、
前
年
度
支
払
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
「
備
考
」
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
「
支
払
額
」
は
本
年
度
中
に
支
払
っ
た
額
で
あ
る
。
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４
　

管
掌

別
診

療
報

酬
収

入
状

況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

委
託

金
5
,9
2
7
,2
7
9

5
,9
2
7
,2
7
9

─
─

共
済

組
合

3
,8
3
5
,2
3
2

3
,8
3
5
,2
3
2

─
─

健
康

保
険

組
合

2
,0
9
2
,0
4
7

2
,0
9
2
,0
4
7

─
─

診
療

報
酬

1
5
,7
3
0
,2
9
2
,0
6
3

1
5
,4
3
0
,0
6
9
,6
4
6

3
0
0
,2
2
2
,4
1
7

2
8
9
,7
9
1
,8
6
0

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

6
,8
0
6
,8
1
9
,6
3
7

6
,5
1
7
,4
8
4
,6
3
7

2
8
9
,3
3
5
,0
0
0

2
7
5
,9
4
7
,0
0
0

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

1
9
,4
9
2
,7
4
1

1
8
,6
8
9
,7
4
1

8
0
3
,0
0
0

7
9
1
,0
0
0

共
済

組
合

1
,5
0
1
,8
5
3
,2
8
2

1
,5
0
1
,8
5
3
,2
8
2

─
─

健
康

保
険

組
合

4
,1
5
8
,5
7
9
,4
2
7

4
,1
5
8
,2
9
2
,8
5
2

2
8
6
,5
7
5

3
0
6
,9
3
9

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

1
4
,6
5
2
,2
2
7

1
4
,6
4
7
,5
2
7

4
,6
9
9

─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

1
,3
3
9
,3
8
1

1
,3
2
5
,1
6
8

1
4
,2
1
3

8
3
1

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（生

活
保

護
法
）

1
,8
4
7
,5
7
5
,0
6
5

1
,8
4
6
,3
3
8
,0
5
2

1
,2
3
7
,0
1
3

2
,5
4
0
,0
2
2

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

△
 
1
6

△
 
1
6

─
─

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

1
5
5
,2
1
3
,4
2
4

1
5
5
,2
1
0
,7
9
8

2
,6
2
6

3
,5
4
8

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

7
3
8
,4
6
8

7
3
0
,5
1
2

7
,9
5
5

6
9
3

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

1
6

1
6

─
─

政
府
（原

子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
）

3
,3
9
5
,9
7
8

3
,3
9
5
,9
7
8

─
─

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
）

6
,4
1
3
,7
8
2

6
,4
0
9
,2
6
2

4
,5
1
9

─

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

2
5
5
,5
6
0
,9
5
4

2
5
5
,5
6
0
,9
5
4

─
7
9
7
,6
0
0

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
─

─
─

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（母

子
保

健
法
）

6
,8
8
3
,7
7
3

6
,8
7
2
,6
6
7

1
1
,1
0
5

1
,9
5
1

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

3
,9
2
2
,4
9
9

3
,9
2
0
,8
5
2

1
,6
4
6

3
,4
9
1

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

5
,3
2
7
,7
1
1

5
,3
2
7
,2
2
3

4
8
7

9
4
0

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

6
,0
5
0
,8
2
9

6
,0
3
1
,3
4
8

1
9
,4
8
0

1
0
6
,9
2
2

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
6
,9
8
5
,9
9
9

1
6
,9
8
5
,9
9
9

─
─

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
及

び
肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

2
,7
4
5
,2
3
4

2
,7
4
5
,0
9
1

1
4
2

─

政
府
（軽

減
特

例
措

置
）

△
 
8
6

△
 
8
6

─
─

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

1
,8
8
3
,8
1
4

1
,8
8
3
,8
1
4

─
─

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法

：
小

児
慢

性
）

2
8
,2
8
7
,2
9
5

2
8
,2
2
9
,9
6
9

5
7
,3
2
5

6
,8
4
6

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

1
2
,7
6
7
,6
0
8

1
2
,7
6
7
,6
0
8

─
2
,0
4
6

都
道

府
県

及
び

市
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す
る

法
律
）

1
4
8
,1
2
9
,4
5
3

1
4
8
,0
6
8
,7
4
4

6
0
,7
0
8

─

社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

1
3
4
,7
0
1

1
3
4
,7
0
1

─
─

独
立
行

政
法

人
環

境
再

生
保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

1
7
9
,7
7
5

1
7
9
,7
7
5

─
─

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

2
,9
4
8
,8
5
5

2
,9
4
8
,8
4
4

1
0

1

都
道
府
県
・
市
町
村
及
び
特
別
区
（自

治
体

医
療
）

4
1
5
,7
4
1
,5
9
8

4
1
5
,7
0
1
,8
8
3

3
9
,7
1
5

6
9
,4
6
4

出
産

育
児

一
時

金
等

3
0
6
,6
6
8
,6
2
9

2
9
8
,3
3
2
,4
3
6

8
,3
3
6
,1
9
2

9
,2
1
2
,5
5
8

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

1
5
,7
3
6
,2
1
9
,3
4
2

1
5
,4
3
5
,9
9
6
,9
2
5

3
0
0
,2
2
2
,4
1
7

2
8
9
,7
9
1
,8
6
0

（
注
）
１
．
「
請
求
額
」
に
は
、
前
年
度
収
入
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
「
備
考
」
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
「
収
入
額
」
は
本
年
度
中
に
収
入
し
た
額
で
あ
る
。
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５
　

管
掌

別
事

務
費

収
入

状
況

保
　

険
　

者
　

等
　

の
　

種
　

別
請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

千
円

千
円

千
円

全
国

健
康

保
険

協
会
（健

康
保

険
）

2
9
,3
0
7
,6
5
1

2
6
,9
7
6
,4
1
6

2
,3
3
1
,2
3
5

全
国

健
康

保
険

協
会
（船

員
保

険
）

7
2
,3
6
3

6
6
,6
6
2

5
,7
0
1

共
済

組
合

7
,7
2
1
,7
2
9

7
,0
9
6
,6
9
2

6
2
5
,0
3
7

健
康

保
険

組
合

2
1
,0
4
1
,8
6
4

1
9
,3
6
5
,7
0
5

1
,6
7
6
,1
5
9

政
府
（防

衛
省

の
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
法

律
）

6
9
,3
3
9

6
3
,8
7
3

5
,4
6
6

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
：

感
染

症
結

核
）

3
,4
6
8

3
,1
8
9

2
7
9

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（生

活
保

護
法
）

2
,5
8
6
,3
4
5

2
,3
5
2
,4
8
5

2
3
3
,8
6
0

政
府
（戦

傷
病

者
特

別
援

護
法
）

0
0

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

更
生

医
療
）

7
4
,2
0
6

6
8
,1
4
0

6
,0
6
5

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

育
成

医
療
）

2
,7
1
1

2
,5
1
5

1
9
5

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

療
育

の
給

付
）

0
0

─

政
府
（原

子
爆

弾
被

爆
者

に
対

す
る

援
護

に
関

す
る

法
律
）

5
,0
0
2

4
,6
2
0

3
8
2

都
道

府
県

及
び

市
（精

神
保

健
及

び
精

神
障

害
者

福
祉

に
関

す
る

法
律
）

1
,1
7
2

1
,0
7
6

9
6

都
道

府
県

及
び

市
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

精
神

通
院

医
療
）

1
,5
0
8
,5
5
0

1
,3
8
2
,2
4
5

1
2
6
,3
0
4

都
道

府
県
（麻

薬
及

び
向

精
神

薬
取

締
法
）

─
─

─

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（母

子
保

健
法
）

4
,1
3
2

3
,7
7
8

3
5
3

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（障

害
者

総
合

支
援

法
：

療
養

介
護

医
療
）

2
,6
2
7

2
,4
0
4

2
2
2

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（残

留
邦

人
支

援
法
）

8
,8
4
9

8
,0
9
0

7
5
9

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（感

染
症

法
）

9
,1
5
3

8
,7
4
5

4
0
8

地
方

厚
生

局
（医

療
観

察
法
）

1
,6
9
3

1
,5
4
9

1
4
4

都
道

府
県
（肝

炎
治

療
特

別
促

進
事

業
及

び
肝

が
ん

・
重

度
肝

硬
変

治
療

研
究

促
進

事
業
）

7
,6
4
4

7
,0
3
4

6
0
9

都
道

府
県
（特

定
疾

患
等
）

1
7
,8
5
7

1
6
,4
4
8

1
,4
0
9

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

小
児

慢
性
）

7
8
,1
6
7

7
2
,0
4
7

6
,1
1
9

都
道

府
県

・
市

及
び

特
別

区
（措

置
等

医
療
）

3
9
,7
9
7

3
6
,4
0
1

3
,3
9
5

都
道

府
県

及
び

市
（難

病
の

患
者

に
対

す
る

医
療

等
に

関
す

る
法

律
）

3
7
2
,4
8
6

3
4
2
,9
1
3

2
9
,5
7
2

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

（特
定

Ｂ
型

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

者
給

付
金

等
の

支
給

に
関

す
る

特
別

措
置

法
）

1
,8
4
5

1
,7
0
5

1
3
9

独
立

行
政

法
人

環
境

再
生

保
全

機
構
（石

綿
に

よ
る

健
康

被
害

の
救

済
に

関
す

る
法

律
）

2
7
9

2
5
4

2
5

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（児

童
福

祉
法
：

肢
体

不
自

由
児

通
所

及
び

障
害

児
入

所
医

療
）

2
,4
0
3

2
,2
0
2

2
0
1

都
道

府
県

・
市

町
村

及
び

特
別

区
（自

治
体

医
療
）

1
0
,2
9
0
,7
4
6

9
,4
0
0
,8
5
2

8
8
9
,8
9
4

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

7
3
,2
3
2
,0
9
2

6
7
,2
8
8
,0
5
1

5
,9
4
4
,0
4
0

（
注
）
�
「
収
入
未
済
額
」
に
は
、
令
和

7
年

2
月
診
療
分
に
係
る
未
収
事
務
費
を
計
上
し
て
い
る
。
な
お
、

3
月

3
1
日
に
保
険
者
か
ら
収
納
し
た
事
務
費
収
入
（

8
8
,2
1
2
千
円
）
に
つ
い
て
も
移
替
え
未
了
の

た
め
「
収
入
未
済
額
」
に
含
め
て
計
上
し
て
い
る
。
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6　事業費収支状況

収　　　入 15,705,791,270 千円

支　　　払 15,421,818,108 千円

差　　　引 283,973,161 千円
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収
　
　
　
　
　
　
入

科
　
　
　
　
　
　
目

請
　
求
　
額

収
　
入
　
額

収
入
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
委

託
金

及
び

診
療

報
酬

収
入
　
　

1
5
,7
3
6
,2
1
9
,3
4
2

1
5
,4
3
5
,9
9
6
,9
2
5

3
0
0
,2
2
2
,4
1
7

2
8
9
,7
9
1
,8
6
0

　
１
．
委

託
金

収
入
　

5
,9
2
7
,2
7
9

5
,9
2
7
,2
7
9

─
─

　
　
１
．
共

済
組

合
委

託
金

収
入

3
,8
3
5
,2
3
2

3
,8
3
5
,2
3
2

─
─

　
　
２
．
健

保
組

合
委

託
金

収
入

2
,0
9
2
,0
4
7

2
,0
9
2
,0
4
7

─
─

　
２
．
診

療
報

酬
収

入
　

1
5
,7
3
0
,2
9
2
,0
6
3

1
5
,4
3
0
,0
6
9
,6
4
6

3
0
0
,2
2
2
,4
1
7

2
8
9
,7
9
1
,8
6
0

　
　
１
．
協

会
け

ん
ぽ

診
療

報
酬

収
入

6
,8
0
6
,8
1
9
,6
3
7

6
,5
1
7
,4
8
4
,6
3
7

2
8
9
,3
3
5
,0
0
0

2
7
5
,9
4
7
,0
0
0

　
　
２
．
船

員
保

険
診

療
報

酬
収

入
1
9
,4
9
2
,7
4
1

1
8
,6
8
9
,7
4
1

8
0
3
,0
0
0

7
9
1
,0
0
0

　
　
３
．
共

済
組

合
診

療
報

酬
収

入
1
,5
0
1
,8
5
3
,2
8
2

1
,5
0
1
,8
5
3
,2
8
2

─
─

　
　
４
．
健

保
組

合
診

療
報

酬
収

入
4
,1
5
8
,5
7
9
,4
2
7

4
,1
5
8
,2
9
2
,8
5
2

2
8
6
,5
7
5

3
0
6
,9
3
9

　
　
５
．
自

衛
官

等
診

療
報

酬
収

入
1
4
,6
5
2
,2
2
7

1
4
,6
4
7
,5
2
7

4
,6
9
9

─
　
　
６
．
感

染
症

結
核

診
療

報
酬

収
入

1
,3
3
9
,3
8
1

1
,3
2
5
,1
6
8

1
4
,2
1
3

8
3
1

　
　
７
．
生

活
保

護
診

療
報

酬
収

入
1
,8
4
7
,5
7
5
,0
6
5

1
,8
4
6
,3
3
8
,0
5
2

1
,2
3
7
,0
1
3

2
,5
4
0
,0
2
2

　
　
８
．
戦

傷
病

者
診

療
報

酬
収

入
△
 
1
6

△
 
1
6

─
─

　
　
９
．

自
立
支
援
更
生
医
療
診
療
報
酬
収
入

1
5
5
,2
1
3
,4
2
4

1
5
5
,2
1
0
,7
9
8

2
,6
2
6

3
,5
4
8

　
　
1
0
．

自
立
支
援
育
成
医
療
診
療
報
酬
収
入

7
3
8
,4
6
8

7
3
0
,5
1
2

7
,9
5
5

6
9
3

　
　
1
1
．

児
童
福
祉
療
育
給
付
診
療
報
酬
収
入

1
6

1
6

─
─

　
　
1
2
．
原

爆
医

療
診

療
報

酬
収

入
3
,3
9
5
,9
7
8

3
,3
9
5
,9
7
8

─
─

　
　
1
3
．
精

神
保

健
診

療
報

酬
収

入
6
,4
1
3
,7
8
2

6
,4
0
9
,2
6
2

4
,5
1
9

─
　
　
1
4
．

自
立
支
援
精
神
通
院
医
療
診
療
報
酬
収
入

2
5
5
,5
6
0
,9
5
4

2
5
5
,5
6
0
,9
5
4

─
7
9
7
,6
0
0

　
　
1
5
．
麻

薬
取

締
診

療
報

酬
収

入
─

─
─

─
　
　
1
6
．
母

子
保

健
診

療
報

酬
収

入
6
,8
8
3
,7
7
3

6
,8
7
2
,6
6
7

1
1
,1
0
5

1
,9
5
1

　
　
1
7
．

自
立
支
援
療
養
介
護
医
療
診
療
報
酬
収
入

3
,9
2
2
,4
9
9

3
,9
2
0
,8
5
2

1
,6
4
6

3
,4
9
1

　
　
1
8
．
中

国
残

留
診

療
報

酬
収

入
5
,3
2
7
,7
1
1

5
,3
2
7
,2
2
3

4
8
7

9
4
0

　
　
1
9
．
感

染
症

診
療

報
酬

収
入

6
,0
5
0
,8
2
9

6
,0
3
1
,3
4
8

1
9
,4
8
0

1
0
6
,9
2
2

　
　
2
0
．
医

療
観

察
診

療
報

酬
収

入
1
6
,9
8
5
,9
9
9

1
6
,9
8
5
,9
9
9

─
─

　
　
2
1
．
肝

炎
等

診
療

報
酬

収
入

2
,7
4
5
,2
3
4

2
,7
4
5
,0
9
1

1
4
2

─
　
　
2
2
．
特

例
高

齢
者

診
療

報
酬

収
入

△
 
8
6

△
 
8
6

─
─

　
　
2
3
．
特

定
疾

患
等

診
療

報
酬

収
入

1
,8
8
3
,8
1
4

1
,8
8
3
,8
1
4

─
─

　
　
2
4
．
小

児
慢

性
診

療
報

酬
収

入
2
8
,2
8
7
,2
9
5

2
8
,2
2
9
,9
6
9

5
7
,3
2
5

6
,8
4
6

　
　
2
5
．
措

置
等

医
療

診
療

報
酬

収
入

1
2
,7
6
7
,6
0
8

1
2
,7
6
7
,6
0
8

─
2
,0
4
6

　
　
2
6
．
難

病
医

療
診

療
報

酬
収

入
1
4
8
,1
2
9
,4
5
3

1
4
8
,0
6
8
,7
4
4

6
0
,7
0
8

─
　
　
2
7
．
特

定
Ｂ

型
肝

炎
診

療
報

酬
収

入
1
3
4
,7
0
1

1
3
4
,7
0
1

─
─

　
　
2
8
．
石

綿
救

済
診

療
報

酬
収

入
1
7
9
,7
7
5

1
7
9
,7
7
5

─
─

　
　
2
9
．

児
童

福
祉

障
害

児
入

所
医

療
等

診
療

報
酬

収
入

2
,9
4
8
,8
5
5

2
,9
4
8
,8
4
4

1
0

1
　
　
3
0
．
自

治
体

医
療

診
療

報
酬

収
入

4
1
5
,7
4
1
,5
9
8

4
1
5
,7
0
1
,8
8
3

3
9
,7
1
5

6
9
,4
6
4

　
　
3
1
．
出

産
育

児
一

時
金

等
収

入
3
0
6
,6
6
8
,6
2
9

2
9
8
,3
3
2
,4
3
6

8
,3
3
6
,1
9
2

9
,2
1
2
,5
5
8

２
．
前

年
度

繰
越

金
　
　

2
5
6
,4
2
1
,0
3
7

2
5
6
,4
2
1
,0
3
7

─
─

　
１
．
委

託
金

繰
越

金
　

6
5
,7
8
4
,4
1
1

6
5
,7
8
4
,4
1
1

─
─

　
　
１
．
共

済
組

合
委

託
金

繰
越

金
1
5
,4
1
4
,3
0
4

1
5
,4
1
4
,3
0
4

─
─

　
　
２
．
健

保
組

合
委

託
金

繰
越

金
5
0
,3
7
0
,1
0
7

5
0
,3
7
0
,1
0
7

─
─

　
２
．
診

療
報

酬
繰

越
金
　

1
9
0
,6
3
6
,6
2
6

1
9
0
,6
3
6
,6
2
6

─
─

３
．
事

務
費

補
填

受
入

金
　
　

─
─

─
─

　
１
．
事

務
費

か
ら

の
補

填
受

入
金
　

─
─

─
─

計
1
5
,9
9
2
,6
4
0
,3
8
0

1
5
,6
9
2
,4
1
7
,9
6
2

3
0
0
,2
2
2
,4
1
7

2
8
9
,7
9
1
,8
6
0

仮
　
　
受
　
　
金

─
1
3
,3
7
3
,3
0
8

─
─

　
１
．
一

般
仮

受
金
　

─
1
5
1
,7
7
3

─
─

　
２
．
源

泉
徴

収
税

額
　

─
1
3
,2
2
1
,5
3
4

─
─

収
　
　
入
　
　
合
　
　
計

─
1
5
,7
0
5
,7
9
1
,2
7
0

─
─

（
注
）
１
．
委
託
金
及
び
診
療
報
酬
収
入
は
、
「
４
管
掌
別
診
療
報
酬
収
入
状
況
」
と
同
じ
で
あ
る
。

　
　
 
２
．
委
託
金
及
び
診
療
報
酬
収
入
の
請
求
額
に
は
、
前
年
度
収
入
未
済
額
が
含
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
当
該
額
は
備
考
欄
に
付
記
し
た
額
で
あ
る
。

　
　
 
３
．
源
泉
徴
収
税
額
は
、
所
得
税
源
泉
徴
収
額
の
う
ち
未
納
付
額
で
あ
る
。
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支
　
　
　
　
　
　
払

科
　
　
　
　
　
　
　
目

支
払
確
定
額

支
　
払
　
額

支
払
未
済
額

備
　
　
　
考

千
円

千
円

千
円

千
円

１
．
診

療
報

酬
支

払
　

1
5
,4
3
2
,9
6
1
,9
3
1

1
5
,4
2
1
,8
1
8
,1
0
8

1
1
,1
4
3
,8
2
3

1
2
,1
5
5
,9
9
5

　
１
．
協

会
け

ん
ぽ

診
療

報
酬

支
払

6
,5
1
7
,6
1
9
,1
3
5

6
,5
1
7
,4
7
7
,9
4
9

1
4
1
,1
8
6

1
0
3
,7
6
5

　
２
．
船

員
保

険
診

療
報

酬
支

払
1
8
,6
9
0
,4
3
6

1
8
,6
8
9
,9
3
9

4
9
7

6
7
1

　
３
．
共

済
組

合
診

療
報

酬
支

払
1
,5
0
1
,8
9
2
,8
8
7

1
,5
0
1
,8
5
6
,2
1
2

3
6
,6
7
4

1
6
,5
3
1

　
４
．
健

保
組

合
診

療
報

酬
支

払
4
,1
5
8
,3
2
4
,7
5
3

4
,1
5
8
,2
6
0
,3
1
1

6
4
,4
4
2

1
2
1
,0
8
5

　
５
．
自

衛
官

等
診

療
報

酬
支

払
1
4
,6
3
3
,5
0
4

1
4
,6
3
3
,5
8
2

△
 
7
7

△
 
9
5

　
６
．
感

染
症

結
核

診
療

報
酬

支
払

1
,3
3
7
,8
2
8

1
,3
3
7
,8
2
8

─
─

　
７
．
生

活
保

護
診

療
報

酬
支

払
1
,8
4
0
,8
9
7
,8
0
5

1
,8
4
0
,8
4
3
,9
5
6

5
3
,8
4
9

1
7
,1
5
0

　
８
．
戦

傷
病

者
診

療
報

酬
支

払
△
 
1
6

△
 
1
6

─
─

　
９
．

自
立

支
援

更
生

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
5
5
,1
8
1
,3
8
2

1
5
5
,1
8
0
,9
2
3

4
5
8

△
 
6
9
2

　
1
0
．

自
立

支
援

育
成

医
療

診
療

報
酬

支
払

7
4
5
,9
1
5

7
4
5
,8
3
7

7
8

─

　
1
1
．

児
童

福
祉

療
育

給
付

診
療

報
酬

支
払

9
8

9
8

─
─

　
1
2
．
原

爆
医

療
診

療
報

酬
支

払
3
,3
9
6
,8
7
5

3
,3
9
6
,7
2
2

1
5
3

2
6

　
1
3
．
精

神
保

健
診

療
報

酬
支

払
6
,3
9
7
,3
0
5

6
,3
9
7
,3
0
5

─
─

　
1
4
．

自
立

支
援

精
神

通
院

医
療

診
療

報
酬

支
払

2
5
4
,1
2
2
,4
6
3

2
5
4
,1
0
5
,9
6
6

1
6
,4
9
6

1
1
,0
9
3

　
1
5
．
麻

薬
取

締
診

療
報

酬
支

払
─

─
─

─

　
1
6
．
母

子
保

健
診

療
報

酬
支

払
6
,8
5
1
,0
3
7

6
,8
5
1
,0
3
7

─
3
,0
3
7

　
1
7
．

自
立

支
援

療
養

介
護

医
療

診
療

報
酬

支
払

3
,9
1
9
,1
7
2

3
,9
1
9
,1
7
2

─
─

　
1
8
．
中

国
残

留
診

療
報

酬
支

払
5
,3
2
9
,4
4
5

5
,3
2
9
,4
4
7

△
 
1

1
4

　
1
9
．
感

染
症

診
療

報
酬

支
払

6
,1
0
1
,1
2
3

6
,0
9
9
,5
6
9

1
,5
5
3

1
0
,0
5
0

　
2
0
．
医

療
観

察
診

療
報

酬
支

払
1
6
,9
8
6
,2
4
3

1
6
,9
8
6
,2
4
3

─
─

　
2
1
．
肝

炎
等

診
療

報
酬

支
払

2
,7
5
6
,2
8
0

2
,7
5
6
,2
8
0

─
─

　
2
2
．
特

例
高

齢
者

診
療

報
酬

支
払

△
 
1
7
6

△
 
1
0
9

△
 
6
7

△
 
9
0

　
2
3
．
特

定
疾

患
等

診
療

報
酬

支
払

1
,8
9
1
,6
1
6

1
,8
9
1
,6
1
2

3
△
 
8
0

　
2
4
．
小

児
慢

性
診

療
報

酬
支

払
2
8
,1
7
0
,5
7
0

2
8
,1
7
0
,1
1
8

4
5
1

4
3
2

　
2
5
．
措

置
等

医
療

診
療

報
酬

支
払

1
2
,7
6
3
,8
1
8

1
2
,7
6
3
,7
8
8

3
0

8
9

　
2
6
．
難

病
医

療
診

療
報

酬
支

払
1
4
7
,3
7
1
,3
4
9

1
4
7
,3
6
5
,0
7
0

6
,2
7
9

1
,8
7
4

　
2
7
．
特

定
Ｂ

型
肝

炎
診

療
報

酬
支

払
1
3
4
,6
1
9

1
3
4
,6
1
9

─
─

　
2
8
．
石

綿
救

済
診

療
報

酬
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。
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７７  令令和和６６事事業業年年度度ににおおけけるる事事業業のの実実施施状状況況  

  

  第第１１  令令和和 66 事事業業年年度度ににおおけけるる事事業業のの概概況況    

  

〇 社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）では、令和 4 年 10 月に審査事

務を集約した新しい組織体制に刷新し、令和 5 年度において新組織を本格稼働させ、令和

6 年度においては、財政面と人事面における基盤を整備するとともに、これまでの審査実

績の向上に向けた取組や審査結果の不合理な差異解消の取組を着実に推進する等、新組織

を安定稼働に移行させるため、組織を挙げてこれに取り組んだ。 

 

〇 安定稼働を支えるための組織基盤の整備として、財政面については、令和 5 年 10 月の

中期財政運営検討委員会の取りまとめを踏まえ、突発的リスクに備えるため、新たに財政

安定化預金を設置するとともに、審査支払手数料の過度の変動を緩和するため、決算剰余

金の保険者への還元方法を平準化した。人事面については、職員が自らの希望、適性等に

応じ、働きがいを感じながら業務に取り組むことができるよう、4 月からキャリアパス制

度の運用を開始するとともに、令和 7 年度からの新たな人事評価制度の導入に向けた試行

実施を行った。 

  また、持続可能な人事戦略として、安定的な新規採用や社会人経験者採用等による多様

な人材の確保に加え、60 歳代前半の雇用の拡大について検討を進めた。 

 

○ 11 月に審査事務においてレセプト画面を一定時間で自動的に遷移させるツールを使用

していた事案（以下「自動遷移ツール事案」という。）が発覚したことを受け、直ちに当該

ツールの使用を禁止し、実態を把握するための調査を行った。 

  当該事案については、令和 7 年 1 月の理事会に詳細を報告し、令和 4 年度後期及び令和

5 年度の審査の目標として、目視による審査事務の実施割合を 100％と掲げていたにもか

かわらず、関係者に対し、この目標の達成状況が結果として実態よりも大きな数値での説

明になってしまっていたこと、情報セキュリティポリシー違反が生じていたこと、審査の

目標設定の真意を職員一人ひとりが十分に認識できていなかったこと等について真摯に反

省し、審査事務に対する信頼回復に向けて再発防止策を徹底することとしている。 

 

〇 審査事務においては、審査実績向上に向けて本部と地方組織が一体となって実績の要因
分析を行い、毎月開催している本部役員を交えたブロック幹部会議において、対応策を検

討する等、緊密に連携して取組を推進した。その結果、医科の電子レセプトにおける原審
査査定額は前年度比約 92 億円（29.4％）増の約 405 億円となり、医科・歯科・調剤レセプ
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ト（電子・紙）の原審査査定額（特別審査委員会分を含む。）は約 458 億円となった。再審

査査定額については、令和 6 年度では大きく減少し、前年度比約 22 億円（15.0％）減の約
122 億円となり、原審査の充実が図られている。 

  また、保険者からのオンラインによる再審査請求件数が増加していることから、円滑な
再審査事務に向け、同様の内容で繰り返し申出される原審どおり事例に対する理由の定型

文の活用や、再審査請求の査定・返戻割合が低い保険者に対する点検事業者同席の下での
訪問懇談実施等の取組を進め、その効果検証を行った。 

 
〇 審査結果の不合理な差異解消の取組については、審査事務集約前に各都道府県にあった

審査基準（支部取決事項）の統一に向けた検討を進め、令和 7 年 2 月に全ての検討を終了
した。全国統一した審査基準は、審査の透明性を高め、審査の公平・公正性に対する関係

方面からの信頼を確保するため、順次、公表していく。 
 

〇 データヘルスに関する取組については、12 月 2 日の健康保険証の新規発行終了に伴うマ
イナ保険証による受診を基本とする仕組みへの移行に向けて、オンライン資格確認等シス

テムの安定運用を図るため、医療保険者等向け中間サーバー（以下「中間サーバー」とい
う。）に登録される全ての加入者を対象に住民基本台帳情報と突合を行う等、正確な加入者

情報の登録の取組を進めた。 
  また、マイナ保険証の利用促進に向けた取組として、多様な場面におけるオンライン資

格確認が可能となるよう、同システムの機能拡充を図った。さらに、医療機関等向け総合
ポータルサイト等を通じて、保険医療機関等に対して各種事業の概要や支援の内容等をお

知らせするとともに、同システムの導入支援のための補助金交付等の取組を進めた。 
 

〇 支払基金を医療ＤＸの運営に係る母体として抜本的に改組するとされていることを踏ま
え、ガバナンス体制の整理や組織体制の構築等に係る各種検討を開始した。加えて、更な

る医療ＤＸの推進に向けた取組として、「全国医療情報プラットフォーム」の中核となる電
子カルテ情報共有サービスの開発を進め、令和 7 年 2 月から先行的な保険医療機関でモデ

ル事業を開始した。 
  また、先行・協力レセコンベンダーと協力して計算機能の品質確認のためのテストに向

けた準備を進める等、共通算定モジュールの開発を着実に進めた。 
  さらに、都道府県の医療費適正化の取組にデータ分析等により貢献するため、厚生労働

省と協議し各都道府県の保険者協議会への参加について、令和 7 年 2 月に厚生労働省から
都道府県宛て通達された。これを受け、中核審査事務センターに職員を配置する等、参加

に向けた準備を進め、支払基金の有するデータ分析力を活かした地域の課題解決に向けた
支援に取り組んでいく。 
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  第第２２  新新生生支支払払基基金金のの安安定定稼稼働働のの実実現現    

  

１１  安安定定稼稼働働のの基基盤盤のの整整備備  

  ⑴⑴  中中期期財財政政運運営営方方策策  

    アア  中中期期的的なな財財政政運運営営にに向向けけたた取取組組  

        人口減少によりレセプト請求件数が早晩減少傾向に転ずることが見込まれる中、単

年度の収入減少や一時的な支出の増加を想定した中期的な財政運営の安定化を図るこ

とが重要である。令和 5 年度の理事会により設置した中期財政運営検討委員会におけ

る議論を踏まえ、令和 6 年度予算において、突発的リスクに備えるための財政安定化

預金を設置した。 

    また、保険者財政の安定的運営の観点から、決算剰余金は、3 か年等分に審査支払手

数料の算定根拠に組み入れることにより、保険者に計画的に還元した。 

    さらに、中期財政の安定化に向けた継続的な検討として、引き続き、中期財政運営

検討委員会において妥当性の検討を行い、同水準を維持することとした。 

 

    イイ  審審査査支支払払手手数数料料のの更更ななるる階階層層化化にに向向けけたた対対応応  

    支払基金の審査支払コストを賄う審査事務手数料については、中期財政運営検討委

員会においてコストに応じた手数料体系の在り方の検討を行った。検討に当たっては、

原審査手数料の更なる階層化に併せて、再審査処理に係るコストが総コストの中で一

定の規模を占めていること等を踏まえ、再審査処理に係るコストをどう評価するかに

ついても議論を行った。令和 8 年度から現行の「一般レセプト」を「目視対象レセプ

ト」と「コンピュータチェックで完結するレセプト」の手数料に区分することや、再

審査請求件数に応じた再審査手数料を設定することが適当である旨が取りまとめられ、

10 月理事会において、この方針に従って令和 7 年度予算編成等を進めていく旨報告し

た。これを踏まえ、審査支払手数料の更なる階層化と再審査に係る手数料の導入に向

けたシステム改修の要件定義を行った。 

    なお、当該取りまとめにおいて、保険者の急激な財政影響を避けるための激変緩和

措置を講じることや、手数料区分に応じた収入支出の見える化、支払基金、保険者及

び診療担当が連携して原審査の質の向上を図ること等に留意して検討を行うことが重

要とされた。 
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    ウウ  保保有有資資産産のの有有効効活活用用等等  

      ((ｱｱ))  事事務務所所移移転転売売却却計計画画のの策策定定  

     令和 5 年 4 月に策定した事務所移転売却の方針に基づき、本部事務所、東京セン

ター・事務局の移転及び築 30 年以上の事務局等の移転売却について、令和 7 年度

から令和 12 年度までの 6 か年計画を 10 月に策定した。 

     この計画においては、ビル建替えによる令和 8 年度中の退去要請及び改組に向け

た本部組織の体制整備が必要であることから、本部事務所の移転を最優先事項とし、

東京センター・事務局は、事務所周辺地域の街区再編の検討に伴う再開発事業の計

画に合わせて、令和 8 年度から移転準備に着手することとした。 

     また、移転売却対象事務所は東京センター・事務局の移転後において、移転によ

る財政効果が最も期待できる事務所から、順次移転準備に着手することとした。 

 

   ((ｲｲ))  大大規規模模修修繕繕計計画画のの実実施施  

     令和 3 年 4 月の保有資産活用基本方針において、建物の維持に必要な修繕を行い

継続使用することとしている事務所建物のうち 4 拠点（埼玉、富山、岡山及び沖縄）

の事務所について、令和 4 年 12 月の大規模修繕計画に基づく屋上防水及び外壁、

空調設備に係る修繕を実施した。 

 

      ((ｳｳ))  既既存存事事務務所所のの空空ききススペペーーススのの賃賃貸貸  

     既存事務所の有効活用として、令和 5 年度から 4 拠点（福井、長野、岡山及び山

口）の空きスペースについて、希望する健保組合等への賃貸を開始し、引き続き、

令和 6 年度においても実施している。 

 

  ⑵⑵  持持続続可可能能なな人人事事戦戦略略 

  アア  業業務務運運営営状状況況をを踏踏ままええたた戦戦略略的的人人員員配配置置とと組組織織編編成成  

    審査事務センター（分室）については、大幅に増加している再審査請求件数を含め

た拠点別・診療科別の業務量に応じ人員配置を検討した上で、人事異動を実施した。 

    審査委員会事務局については、令和 6 年度中の光ディスク等による請求の新規適用

の終了、保険医療機関等や保険者に対する請求支払帳票の電子化、訪問看護レセプト

のオンライン請求開始、オンライン請求保険医療機関等の返戻再請求オンライン化に

おける経過措置と紙出力したレセプトの返戻の廃止等に伴う業務量の減少を踏まえ、

令和 7 年度定員を策定した。 

    また、令和 8 年度から実施する審査事務センター（分室）に入所した職員の人事ロー

テーション開始を見据え、審査事務センター（分室）及び審査委員会事務局職員による
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都道府県別チームを編成し、人材育成の体制整備を行った。 

    これらの取組を踏まえ、令和 7 年度の職員定員は、令和 6 年度から 127 人減の 3,510

人とした。 

 

    イイ  安安定定的的なな新新規規採採用用とと 6600 歳歳代代前前半半のの雇雇用用拡拡大大にに向向けけたた検検討討  

    新規採用者として大学卒業者のほか、令和 6 年度採用から開始した高等学校卒業者

について採用枠を拡大するとともに、新たに社会人経験者として審査支払部門で活躍

できる医療事務経験者やデータヘルス部門で活躍できるＩＴスキルを有する者を令和

7 年 4 月に向け採用した。 

    60 歳代前半の雇用拡大の取組として、継続雇用短時間勤務職員から継続雇用常勤職

員への変更申出を認めることとした。 

 

  ⑶⑶  働働ききががいいののああるる勤勤務務環環境境のの整整備備  
    アア  キキャャリリアアパパスス制制度度のの導導入入及及びび人人材材育育成成のの推推進進  
    4 月から運用を開始したキャリアパス制度における「審査エキスパート」及び「デー

タヘルスエキスパート」コース希望者のうち要件を満たした職員を、各コースのエキ
スパートとして令和 6 年度は計 36 人を認定した。 

    また、制度への更なる理解を目的として「キャリアパス選択研修」を 7 月に全職員
を対象に実施した。 

    さらに、人材育成の推進を目的として、キャリアパス制度のコースに応じた実践的
な経験のための人事ローテーションや組織目標の達成、各役職に求められる役割・能
力の習得のための各種研修を実施した。 

 

    イイ  人人事事評評価価制制度度のの見見直直ししのの検検討討  
    新たな人事評価制度については、10 月及び令和 7 年 1 月の 2 度による試行実施に

より把握した検討案の課題を解消し、令和 7 年 4 月から新たな人事評価制度の運用を
開始した。 

 
    ウウ  在在宅宅審審査査事事務務等等のの充充実実にに向向けけたた取取組組  
      ((ｱｱ))  職職員員のの在在宅宅審審査査事事務務のの拡拡大大にに向向けけたた検検討討  
     在宅審査事務の実施日や対象者の拡充、時差出勤の細分化等、より柔軟な働き方が

できるよう改善を行った。 
     また、紙レセプト減少に伴い事務所へ出勤しないと処理できない業務の減少等に

より、令和 4 年 11 月の制度運用開始時には 221 人であった制度利用者が、令和 6
年度は月平均 343 人と約 1.6 倍に増加した。 
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      ((ｲｲ))  審審査査委委員員のの在在宅宅審審査査のの充充実実  

     在宅審査を実施している審査委員に対して協議を行う機会を確保する観点から、

原則来所による打合せ等に年 6 月以上参加することを条件にしたことから、実施状

況を把握し、参加回数が少ない審査委員に条件を満たすよう要請を行った。 

     令和 7 年 3 月時点では、全国 4,616 人※のうち 1,386 人（30.0％）が在宅審査を実施

している。 
    ※ 令和 6 年度審査委員定数は 4,620 人 

 

    エエ  働働ききががいいののああるる組組織織風風土土のの醸醸成成  

        自動遷移ツール事案に係る再発防止に向けた取組として掲げたもののほか、各地方組

織が助け合いの環を拡げるための組織風土を醸成するため、審査事務センター（分室）

と併設審査委員会事務局において、組織風土改革委員会の合同開催の下、相互協力の体

制について検討・協議の上、協力可能な業務を洗い出し、一体化の取組を進めた。 

        また、審査委員会事務局の定員削減に伴う対応として、各地方組織における属人化

状況の総点検を実施し、自組織の業務のウィークポイントを抽出した上で、マニュア

ルの整備や引継書の充実等、属人化解消の取組を進めた。 

 

２２  自自動動遷遷移移ツツーールル事事案案にに係係るる再再発発防防止止及及びび審審査査実実績績のの更更ななるる向向上上とと再再審審査査事事務務のの抜抜本本的的見見直直しし  

  ⑴⑴  自自動動遷遷移移ツツーールル事事案案にに係係るる再再発発防防止止にに向向けけたた取取組組  

   自動遷移ツール事案を踏まえ、審査事務に関する信頼回復に向けて再発防止に万全を

期すため、次の取組を着実に実施している。 

  アア  審審査査のの目目標標にに係係るる趣趣旨旨のの周周知知  

    職員に審査の目標の趣旨が正しく理解されるよう、本部から地方組織の職員に統一

的に説明するための資料及び動画を令和 7 年 3 月に作成し、視聴を指示した。これを

踏まえた職員の理解度を把握しつつ、理解が不十分な職員に地方組織長等から丁寧な

説明等を実施し、継続的な理解の徹底を進めている。 

 

  イイ  シシスステテムム運運用用上上のの対対策策  

    今回の事案を受け、データ授受におけるＵＳＢメモリの使用を廃止し、書き込んだ

内容を消去できないＣＤ－Ｒに限定するとともに、ＣＤ－Ｒから取り込まれるファイ

ルの内容について本部でログを監視するといった措置を講じた。 

    また、地方組織の業務運営に支障が出ないように留意しつつ、不正なツールの拡散

等を防止するためのファイルの共有方法の見直しを実施した。 
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  ウウ  職職員員にに対対すするる情情報報セセキキュュリリテティィ及及びびココンンププラライイアアンンスス意意識識のの徹徹底底  
    情報セキュリティ及びコンプライアンス意識の徹底を図るため、当該事案の反省を

踏まえ、全職員に向けて、具体的な問題点を理解し、改善できるような研修動画を令
和 7 年 3 月に作成し、視聴を指示した。情報セキュリティ及びコンプライアンスに関
する職員の理解度を把握しつつ、地方組織長等による職員への丁寧な説明等を実施し、
職員の意識改革に向けた取組を進めている。 

 
  エエ  組組織織風風土土のの改改革革  
    職員からの意見を迅速に把握するため、地方組織の職員が抱えている提案や意見を

直接本部に報告する「業務フォローアップツール」の積極的な活用や、不適正処理発
生時の対応方法について、令和 7 年 3 月に改めて職員に周知した。 

    また、各地方組織において、管理職と管理職以外の職員の間で「1on1※」や各地方
組織の実情に応じたコミュニケーションの具体的な方策に検討・着手している。引き
続き、当該事案がなぜ組織として速やかに把握できなかったかという反省の上にたっ
て、管理職と職員との信頼関係の構築や職員が抱える課題や悩みを丁寧に把握し、組
織風土改革を進めていく。 

   ※ 上司と部下が定期的に 1 対 1 で対話、部下の語りを聞く、話をさせるための時間 
  
  ⑵⑵  審審査査実実績績のの更更ななるる向向上上にに向向けけたた取取組組  
  アア  審審査査事事務務のの審審査査のの目目標標とと行行動動計計画画のの策策定定及及びび確確実実なな実実行行  
    職員は、業務運営方針に基づく取組内容を定めた各地方組織の行動計画に則り、組

織目標の確実な達成に向けた取組を実施した。 
    地方組織では、毎月開催する目標達成会議において、本部からの指示事項や審査実

績に対する要因分析及び対応策について議論し、分析結果等をブロック幹部会議で説
明を行った。 

    本部においては、ブロック別に担当する役職員を配置し、審査実績が低調な地方組
織に対し審査の目標の要因分析及び対応策を検討・協議するよう指示した上で、ブロッ
ク幹部会議を毎月開催し、検討結果等について報告を受けるとともに、対応策等につ
いて議論することで目標に対する審査実績を管理した。その結果、職員の審査事務に
おける独自疑義付箋貼付が大きく寄与したことにより、医科の電子レセプトにおける
原審査査定額は前年度比約 92 億円（29.4％）増の約 405 億円となり、医科・歯科・調
剤レセプト（電子・紙）の原審査査定額（特別審査委員会分を含む。）は約 458 億円と
なった。再審査査定額については、令和 6 年度では大きく減少し、前年度比約 22 億
円（15.0％）減の約 122 億円となり、原審査の充実が図られている。 

    また、各地方組織の審査実績向上を図るため、実績向上が期待できる取組の全国共
有及び実施を検討してもらうことを目的として「審査の目標に係る実績向上に向けた
取組等の共有会」を令和 7 年 2 月に開催した。  
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      ((ｱｱ))  審審査査事事務務セセンンタターー（（分分室室））のの目目標標  

          審査事務センター（分室）の目標については、下表のとおり目標①は格段に向上し、

②及び③は概ね達成した。 

     また、目標④については、各地方組織による審査の目標の実績に係る要因分析・検

証を適正に行い、対応策を講じたことにより審査実績は令和 5 年度と比べ向上した。 

 

項目 
（5 年度） 

実績値※1 

（6 年度） 

目標値※2 

（6 年度） 

実績値 

①目視レセプト請求 1 万点当たり独自

疑義付箋契機の原審査査定点数 
17.89 点 19.87 点 27.74 点 

②原審査目視レセプト請求 1 万点当た

り原審査時ＣＣ解除分の再審査査定

点数 

0.47 点 0.19 点 0.17 点 

③再審査の審査結果（査定）理由のう

ち「適切でない審査結果理由」の記

載割合 

1.97％ 0％ 0.03％※3 

④原審査請求 100 万点当たり再々審査

査定点数のうち告示通知に係る査定

点数(電子レセプト、併設事務局の

紙レセプト) 

5.65 点 0 点 1.67 点 

    ※1 目視割合は、令和 5 年 9 月審査分以前は 15％、令和 5 年 10 月審査分以降は 10％である。 

       また、③においては令和 6 年 3 月審査分の値である。 

    ※2 実績を基に目視割合 10％に換算した値を用いている。 

    ※3 令和 7 年 3 月審査分の値である。 
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      ((ｲｲ))  審審査査委委員員会会事事務務局局のの目目標標  

          審査委員会事務局の目標については、下表の目標③は概ね目標達成した。目標①

は目標達成に至らなかったが、令和 5 年度と比較すると実績は向上し、目標②は実

績が低下する状況となった。この状況を踏まえ、実績が低下している都道府県にお

いて、重点的な対応が必要となる診療行為等を明らかにするとともに、その要因が

職員と審査委員のどちらに起因しているのかを分析しフォローアップを実施した。 

     また、疑義付箋を貼付し請求どおりとなった事例について、職員による審査委員

に対する請求どおりとなった理由の確認を徹底した。 

 

項目 
（5 年度） 

実績値 

（6 年度） 

目標値※3 

（6 年度） 

実績値 

①目視対象レセプトにおける審査時

間の確保（原審査カバー率が平均

以上又は丁寧な審査を実施した審

査委員数の割合） 

82.33％※1 100％ 94.89％※4 

②原審査目視レセプト請求 1 万点当

たり原審査時疑義貼付分の再審査

査定点数 

0.91 点※2 0.42 点 0.97 点 

③原審査請求 100 万点当たり再々

審査査定点数のうち告示通知に係

る査定点数（単独事務局の紙レセ

プト） 

0.39 点 0 点 0.02 点 

    ※1 令和 5 年 10 月から 12 月審査分の値である。 

    ※2 目視割合は、令和 5 年 9 月審査分以前は 15％、令和5年10月審査分以降は10％である。 

    ※3 実績を基に目視割合 10％に換算した値を用いている。 

    ※4 令和 7 年 3 月審査分の値である。 

 

    イイ  紙紙レレセセププトト減減少少にに伴伴うう業業務務へへのの対対応応  

        令和 6 年度の紙レセプトについては、4 月受付 701,170 件に対し、令和 7 年 3 月受付

は 384,940 件減の 316,230 件となった。 

    紙レセプト減少に伴う画像取得拠点については、集約した場合の費用対効果を最大限

見込める時期等について検討することとした。 

    また、紙レセプトの減少状況を踏まえ、受付・発送業務等に係る業務量の減少を原審査
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      ((ｲｲ))  審審査査委委員員会会事事務務局局のの目目標標  

          審査委員会事務局の目標については、下表の目標③は概ね目標達成した。目標①

は目標達成に至らなかったが、令和 5 年度と比較すると実績は向上し、目標②は実

績が低下する状況となった。この状況を踏まえ、実績が低下している都道府県にお

いて、重点的な対応が必要となる診療行為等を明らかにするとともに、その要因が

職員と審査委員のどちらに起因しているのかを分析しフォローアップを実施した。 

     また、疑義付箋を貼付し請求どおりとなった事例について、職員による審査委員

に対する請求どおりとなった理由の確認を徹底した。 

 

項目 
（5 年度） 

実績値 

（6 年度） 

目標値※3 

（6 年度） 

実績値 

①目視対象レセプトにおける審査時

間の確保（原審査カバー率が平均

以上又は丁寧な審査を実施した審

査委員数の割合） 

82.33％※1 100％ 94.89％※4 

②原審査目視レセプト請求 1 万点当

たり原審査時疑義貼付分の再審査

査定点数 

0.91 点※2 0.42 点 0.97 点 

③原審査請求 100 万点当たり再々

審査査定点数のうち告示通知に係

る査定点数（単独事務局の紙レセ

プト） 

0.39 点 0 点 0.02 点 

    ※1 令和 5 年 10 月から 12 月審査分の値である。 

    ※2 目視割合は、令和 5 年 9 月審査分以前は 15％、令和5年10月審査分以降は10％である。 

    ※3 実績を基に目視割合 10％に換算した値を用いている。 

    ※4 令和 7 年 3 月審査分の値である。 

 

    イイ  紙紙レレセセププトト減減少少にに伴伴うう業業務務へへのの対対応応  

        令和 6 年度の紙レセプトについては、4 月受付 701,170 件に対し、令和 7 年 3 月受付

は 384,940 件減の 316,230 件となった。 

    紙レセプト減少に伴う画像取得拠点については、集約した場合の費用対効果を最大限

見込める時期等について検討することとした。 

    また、紙レセプトの減少状況を踏まえ、受付・発送業務等に係る業務量の減少を原審査

 

 

及び再審査の事務期間として確保するとともに、再審査部会の補助業務等に充当した。加

えて、紙レセプトを提出する数も減少傾向であったことから、休日における受付開所日の

見直し（9 日及び 10 日の両日が休日の場合、原則 10 日のみの受付開所日に変更）を 10

月に行った。 

 

    ウウ  審審査査結結果果のの不不合合理理なな差差異異解解消消のの取取組組  

      ((ｱｱ))  審審査査のの差差異異事事例例※※11のの検検討討・・統統一一化化  

        ａａ  職職員員にによよるる審審査査のの差差異異事事例例のの把把握握  

      職員によるレセプト交換については、診療所のレセプトを中心に実施していた

が、より多くの差異事例が病院から発生していることから、令和 5 年 10 月以降

は対象を病院に拡大し引き続き実施した。 

      その結果、令和 5 年１月から令和 7 年 3 月の間に職員が把握した差異事例は、

全ブロックで計 3,751 事例となった。 

      このうち、令和 7 年 3 月末時点で、655 事例を検討対象※2と整理の上、445 事

例についてブロックの診療科別ワーキンググループ（以下「診療科別ＷＧ」とい

う。）で検討を開始し、297 事例の検討が終了した。 

      検討の結果、ブロック統一が 161 事例、合理的な差異であり個々の症例ごとに

判断すべきと整理されたものが 136 事例となった。 
     ※1 職員が複数の都道府県の審査事務を担当することで審査結果（査定・請求どおり）の違いを発

見したもの 

     ※2 職員が把握した差異事例について、ブロックの診療科別ＷＧ委員（座長）が確認した結果、不合

理な差異等により、診療科別ＷＧでの検討を要すると判断されたもの 

 

        ｂｂ  審審査査基基準準のの統統一一及及びび公公表表促促進進  

            審査事務集約前に各都道府県にあった審査基準（支部取決事項）については、令

和 3 年 3 月に厚生労働省でまとめられた「審査支払機能の在り方に関する検討会」

の報告書を踏まえ検討を進め、当初の予定（令和 7 年 3 月）より 1 月早い令和 7 年

2 月に、医科 10,978 事例の検討が終了し、これにより支部取決事項の全ての検討を

終了した。 

      なお、その結果全国統一した事例（医科）については、審査の透明性を高める

ため、令和 6 年 2 月から「支払基金における審査の一般的な取扱い」として公表

しており、令和 7 年 3 月末時点で、全国統一 794 事例のうち 454 事例を公表し、

今後も引き続き「取扱いを作成した根拠等」の作成、関係団体への情報提供の過

程を経て、順次公表する。 
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      また、差異事例を起点に診療科別ＷＧで検討し、ブロック統一した審査基準に

ついては、他ブロックへ情報共有するとともに、本部検討会において全国統一に

向けた検討を行い、令和 7 年 3 月末時点でブロック統一 161 事例のうち 73 事例

を全国統一した。当該全国統一事例についても、関係団体への情報提供等の過程

を経て、順次公表する。 

 

     （支部取決事項の検討結果） 

 支部取決事項数 

（取決数） 

重複・整合性整理後 

（事例数） 

全国統一 

（事例数） 

削除 

（事例数） 

医科 26,487 10,978 794 10,184 

歯科 6,246 1,100 1,009 91 

調剤 466 335 301 34 

合計 33,199 12,413 2,104 10,309 

  

      ((ｲｲ))  審審査査のの差差異異のの可可視視化化レレポポーーテティィンンググのの実実施施  

    ａａ  審審査査のの一一般般的的なな取取扱扱いい事事例例及及びび審審査査情情報報提提供供事事例例  

      審査の一般的な取扱い事例及び審査情報提供事例 34 事例について、地方組織

での検証及びフォローアップを実施し、12 事例の差異解消を図った。 

      これにより令和 3 年 9 月までに公開した歯科の全ての事例の差異が解消した。 

      また、令和 6 年 2 月以降に公開された審査の一般的な取扱いのうち 18 事例は

地方組織で検証を行っており、令和 3 年 8 月及び令和 4 年 1 月に公開した 2 事例

を含め、4 事例のフォローアップを実施している。 

 

審査の一般的な 
取扱い 

審査情報提供事例 
の公開時期 

点数表 
レポート 
対象事例数 

令和 6 年度 
検証又は 
フォロー 
アップ 

実施事例数 

 令和5年度 
までの 
差異解消 
事例数※ 

検証中又は 
要フォローアップの 

取組内容 

令和6年度 
差異解消 
事例数※ 

検証中又は 
要フォロー 
アップ 
事例数 

令和 3 年 7 月までに
公開 

医科 113 0 0 0 113 令和 5 年度に差異解消 

令和 3 年 9 月までに
公開 

歯科 56 8 8 0 48 令和 6 年度に差異解消 

令和 3 年 8 月 
令和 4 年 1 月に公開 

医科 6 6 4 2 0 2 事例はフォローアップ中 

令和 6 年 2 月以降に
公開 

医科 20 20 0 20 0 
18 事例は地方組織で検証中 
2 事例はフォローアップ中 

合計 195 34 12 22 161 
18 事例は地方組織で検証中 
4 事例はフォローアップ中 

     ※ 少数事例に該当した事例を含む。 
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      また、差異事例を起点に診療科別ＷＧで検討し、ブロック統一した審査基準に

ついては、他ブロックへ情報共有するとともに、本部検討会において全国統一に

向けた検討を行い、令和 7 年 3 月末時点でブロック統一 161 事例のうち 73 事例

を全国統一した。当該全国統一事例についても、関係団体への情報提供等の過程

を経て、順次公表する。 

 

     （支部取決事項の検討結果） 

 支部取決事項数 

（取決数） 

重複・整合性整理後 

（事例数） 

全国統一 

（事例数） 

削除 

（事例数） 

医科 26,487 10,978 794 10,184 

歯科 6,246 1,100 1,009 91 

調剤 466 335 301 34 

合計 33,199 12,413 2,104 10,309 

  

      ((ｲｲ))  審審査査のの差差異異のの可可視視化化レレポポーーテティィンンググのの実実施施  

    ａａ  審審査査のの一一般般的的なな取取扱扱いい事事例例及及びび審審査査情情報報提提供供事事例例  

      審査の一般的な取扱い事例及び審査情報提供事例 34 事例について、地方組織

での検証及びフォローアップを実施し、12 事例の差異解消を図った。 

      これにより令和 3 年 9 月までに公開した歯科の全ての事例の差異が解消した。 

      また、令和 6 年 2 月以降に公開された審査の一般的な取扱いのうち 18 事例は

地方組織で検証を行っており、令和 3 年 8 月及び令和 4 年 1 月に公開した 2 事例

を含め、4 事例のフォローアップを実施している。 

 

審査の一般的な 
取扱い 

審査情報提供事例 
の公開時期 

点数表 
レポート 
対象事例数 

令和 6 年度 
検証又は 
フォロー 
アップ 

実施事例数 

 令和5年度 
までの 
差異解消 
事例数※ 

検証中又は 
要フォローアップの 

取組内容 

令和6年度 
差異解消 
事例数※ 

検証中又は 
要フォロー 
アップ 
事例数 

令和 3 年 7 月までに
公開 

医科 113 0 0 0 113 令和 5 年度に差異解消 

令和 3 年 9 月までに
公開 

歯科 56 8 8 0 48 令和 6 年度に差異解消 

令和 3 年 8 月 
令和 4 年 1 月に公開 

医科 6 6 4 2 0 2 事例はフォローアップ中 

令和 6 年 2 月以降に
公開 

医科 20 20 0 20 0 
18 事例は地方組織で検証中 
2 事例はフォローアップ中 

合計 195 34 12 22 161 
18 事例は地方組織で検証中 
4 事例はフォローアップ中 

     ※ 少数事例に該当した事例を含む。 

 

 

        ｂｂ  多多くくのの付付箋箋がが付付くくココンンピピュューータタチチェェッックク事事例例（（年年間間 22,,000000 件件以以上上））  

      多くの付箋が付くコンピュータチェック事例 168 事例について、地方組織での

検証及びフォローアップを実施し、110 事例の差異解消を図った。 

      また、残る 58 事例のうち 3 事例は地方組織で検証を行っており、55 事例はフォ

ローアップを実施している。 

 

コンピュータ
チェックの 
公開時期 

点数表 
レポート 
対象 
事例数 

令和 6 年度 
検証又はフォ
ローアップ 
実施事例数 

 令和 5 年度 
までの 
差異解消 
事例数※ 

検証中又は 
要フォローアップの 

取組内容 

令和 6 年度 
差異解消 
事例数※ 

検証中又は 
要フォロー 
アップ事例数 

令和 4 年 10 月
までに公開 

医科 111 87 71 16 24 16 事例はフォローアップ中

歯科 20 18 18 0 2  

調剤 1 1 1 0 0  

小計 132 106 90 16 26  

令和 5 年 10 月
以降に公開 

医科 49 49 15 34 0 34 事例はフォローアップ中

歯科 4 4 2 2 0 1 事例は地方組織で検証中 
1 事例はフォローアップ中 

調剤 9 9 3 6 0 2 事例は地方組織で検証中 
4 事例はフォローアップ中 

小計 62 62 20 42 0  

合計 194 168 110 58 26 3 事例は地方組織で検証中 
55 事例はフォローアップ中

     ※ 少数事例に該当した事例を含む。 

 

      ((ｳｳ))  国国保保連連ととのの審審査査基基準準のの取取扱扱いいのの統統一一  

        ａａ  国国保保連連ととのの地地域域レレベベルルででのの審審査査基基準準のの協協議議  

      前年度に引き続き、診療科別ＷＧで検討し、ブロック統一した審査基準につい

ては、各審査委員会事務局において、各都道府県の国民健康保険団体連合会（以

下「国保連」という。）に対し情報提供を行った。 

      また、支払基金と国民健康保険中央会（以下「国保中央会」という。）及び国保

連のそれぞれで全国統一した事例については、両機関で情報共有の上、審査基準

の統一に向けた検討を行った。 

 

        ｂｂ  国国保保連連ととののココンンピピュューータタチチェェッッククのの統統一一化化  

      令和 6 年度は、新たに設定したコンピュータチェックについて統一を図るため、

9 月と令和 7 年 3 月に両機関において整合確認を実施した。 

      なお、両機関のコンピュータチェックシステムが異なるため、対応できない一

部のコンピュータチェックについては、国保中央会との審査支払システムの共同

開発・共同利用の調達の要件整理の中で整理・対応していく。 
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        ｃｃ  国国保保連連ととのの審審査査委委員員のの併併任任にに向向けけたた取取組組  

            令和 5 年 6 月の審査委員改選期において、支払基金及び国保連両機関での審査

時間の確保は難しいことが明らかになったことから、令和 7 年 6 月の改選期には

特別な対応は行わなかったが、次期改選期に向けて具体的な対応を検討する。 

 

      ((ｴｴ))  統統一一的的ななココンンピピュューータタチチェェッッククルルーールルのの設設定定  

        ａａ  統統一一的的・・客客観観的的ななココンンピピュューータタチチェェッッククルルーールルのの設設定定  

      令和 5 年度において、目視対象外レセプトから生じた保険者からの再審査によ

る査定箇所が１年間（令和 3 年 12 月～令和 4 年 11 月）で 500 を超え、かつ該当

都道府県が 30 を超える 94 事例の医薬品・診療行為について分析した結果、コン

ピュータチェック条件の設定が有効と判断した 65 事例全てを令和 6 年度に設定

し、同一成分医薬品等の 884 事例についても同時に設定した。 

      また、令和 6 年度から令和 7 年度にかけて同条件で 1 年間（令和 4 年 12 月～

令和 5 年 11 月）において再審査による査定が発生している 139 事例の医薬品・

診療行為について分析した結果、コンピュータチェック条件の設定が有効と判断

した 83 事例について、令和 6 年度中に 25 事例設定し、同一成分医薬品等の 108

事例についても同時に設定した。 

      なお、未設定の 58 事例については、令和 8 年 3 月までにコンピュータチェッ

ク条件を設定する。 

 

分析対象 事例数 分析結果 設定 
事例数 

未設定 
事例数 

備考 

目視対象外レセプトのうち査定
箇所が 1 年間（令和 3 年 12 月～
令和 4 年 11 月）で 500 を超え、
かつ該当都道府県が30を超える
もの 

94 

条件設定が

有効 
65 65 0 同一成分医薬品等の設

定 884 事例 

設定困難※ 29 
※分析の結果、主たる診療行為の査定に付
随して査定となる事例や、統一的な条件の
設定が困難であると判断した事例 

目視対象外レセプトのうち査定
箇所が 1 年間（令和 4 年 12 月～
令和 5 年 11 月）で 500 を超え、
かつ該当都道府県が30を超える
もの 

139 

条件設定が

有効 
83 25 58 同一成分医薬品等の設

定 108 事例 

設定困難※ 43 
※分析の結果、主たる診療行為の査定に付
随して査定となる事例や、統一的な条件の
設定が困難であると判断した事例  

分析中 13  

  

        ｂｂ  ココンンピピュューータタチチェェッッククルルーールルのの公公開開拡拡大大  

      公開しているコンピュータチェックについては、10 月と令和 7 年 3 月に追加・

削除等の更新を実施した。その結果、直近の更新月である令和 7 年 3 月と前年度
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        ｃｃ  国国保保連連ととのの審審査査委委員員のの併併任任にに向向けけたた取取組組  
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      令和 5 年度において、目視対象外レセプトから生じた保険者からの再審査によ

る査定箇所が１年間（令和 3 年 12 月～令和 4 年 11 月）で 500 を超え、かつ該当

都道府県が 30 を超える 94 事例の医薬品・診療行為について分析した結果、コン

ピュータチェック条件の設定が有効と判断した 65 事例全てを令和 6 年度に設定

し、同一成分医薬品等の 884 事例についても同時に設定した。 

      また、令和 6 年度から令和 7 年度にかけて同条件で 1 年間（令和 4 年 12 月～

令和 5 年 11 月）において再審査による査定が発生している 139 事例の医薬品・

診療行為について分析した結果、コンピュータチェック条件の設定が有効と判断

した 83 事例について、令和 6 年度中に 25 事例設定し、同一成分医薬品等の 108

事例についても同時に設定した。 

      なお、未設定の 58 事例については、令和 8 年 3 月までにコンピュータチェッ

ク条件を設定する。 

 

分析対象 事例数 分析結果 設定 
事例数 

未設定 
事例数 

備考 

目視対象外レセプトのうち査定
箇所が 1 年間（令和 3 年 12 月～
令和 4 年 11 月）で 500 を超え、
かつ該当都道府県が30を超える
もの 

94 

条件設定が

有効 
65 65 0 同一成分医薬品等の設

定 884 事例 

設定困難※ 29 
※分析の結果、主たる診療行為の査定に付
随して査定となる事例や、統一的な条件の
設定が困難であると判断した事例 

目視対象外レセプトのうち査定
箇所が 1 年間（令和 4 年 12 月～
令和 5 年 11 月）で 500 を超え、
かつ該当都道府県が30を超える
もの 

139 

条件設定が

有効 
83 25 58 同一成分医薬品等の設

定 108 事例 

設定困難※ 43 
※分析の結果、主たる診療行為の査定に付
随して査定となる事例や、統一的な条件の
設定が困難であると判断した事例  

分析中 13  

  

        ｂｂ  ココンンピピュューータタチチェェッッククルルーールルのの公公開開拡拡大大  

      公開しているコンピュータチェックについては、10 月と令和 7 年 3 月に追加・

削除等の更新を実施した。その結果、直近の更新月である令和 7 年 3 月と前年度

 

 

の更新月である令和 5 年 10 月の公開事例数を比較すると、約 99,000 事例の増加

となった。現時点で公開していないコンピュータチェックについては、引き続き

関係者の合意を得ながら、更なる公開拡大を進める。 

 
     （チェック種別ごとの公開事例数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     ※ 公開率については、括弧内に記載したコンピュータチェック実施数に対するコンピュータチェック公開数の割合である。 

 

      ((ｵｵ))  適適正正ななレレセセププトト提提出出にに向向けけたた支支援援等等  

     保険医療機関等への適正なレセプト提出に向けた支援等については、算定ルール

に関する同一診療行為の誤りが 5 件以上発生している保険医療機関等に対して文書

及び電話による改善要請を実施した。 

     4 月から 9 月に対象事例 18,206 事例のうち 18,204 事例（約 99％）に文書及び電話

による改善要請を行い、4 か月経過しても未改善である 570 事例の対象保険医療機関

等に訪問懇談を実施した結果、17,120 事例（約 94％）が改善された。 

     算定ルール以外は、審査委員からの指示や依頼に基づき、令和 6 年度に 16,103 事

例（文書 12,351 事例、電話 3,742 事例、面接懇談 10 事例）について改善要請を実

施した。 

 

    エエ  ＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた審審査査支支払払業業務務のの効効率率化化  

      ((ｱｱ))  ＡＡＩＩにによよるるレレセセププトト振振分分機機能能のの精精緻緻化化  

          令和 6 年度は診療報酬改定があったことから、年 6 回の学習データの更新を実施

し精度の向上を図り、レセプト全体の 9 割程度を人による審査を必要としない水準

に維持した。 

 

 

チェック種別 チェック内容 
令和 5 年 10 月 

公開数 公開率 

チェックマスター 
医薬品添付文書等をも
とにチェック（効能・
効果、用法、用量等） 

13,626 
(46,252) 

29.5％ 

本部点検条件 
告示・通知、疑義解釈
資料等をもとにチェッ
ク（電子点数表以外） 

149,467 
(238,385) 

62.7％ 

計 163,093 
(284,637) 

57.3％ 

令和 7 年 3 月 
（差分） 
増加事例数 公開数 公開率 

16,221 
(45,527) 

35.6％ ＋2,595 

245,971 
(346,460) 

71.0％ ＋96,504 

262,192 
(391,987) 

66.9％ ＋99,099 
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      ((ｲｲ))  訪訪問問看看護護ののオオンンラライインン資資格格確確認認・・オオンンラライインン請請求求のの開開始始にに伴伴うう対対応応  
          訪問看護ステーションにおける6月からのオンライン資格確認と7月からの訪問看護レ

セプトオンライン請求開始に向けて、令和5年度からシステム開発を行い、予定どおり運
用を開始した。 

     運用開始に伴い、訪問看護事業者及び保険者等に対して、各種マニュアル等の情報提供
を行った。 

     また、レセプト電算処理訪問看護システムに係る業務処理方法のマニュアルを整備した。 
 
      ((ｳｳ))  審審査査支支払払シシスステテムムのの診診療療報報酬酬改改定定へへのの対対応応  
          令和 6 年度診療報酬改定への対応として、施行日である 6 月 1 日に向けて、記録

条件仕様、標準仕様、基本マスター及び電子点数表を改定内容に沿って整備し、支
払基金ホームページ等を通じて保険医療機関等及び保険者等に情報提供を行った。 

     診療報酬改定に伴い、受付前に記録条件仕様等に合致しているかをチェックする
ＡＳＰ機能に 23 事例を追加したほか、医薬品マスターの仕様変更等の必要な審査
支払システムの改修を行った。 

     また、令和 6 年度診療報酬改定時において、改定の内容が不明確であった 269 事
例について厚生労働省宛て照会し 249 事例の回答を得た。そのうち、コンピュータ
チェックが可能な 37 事例について設定を行った。 

 
      ((ｴｴ))  シシスステテムム改改修修案案件件のの適適正正評評価価とと実実施施  
          個別システム改修案件について、費用の適正化を図るため、各種案件の開発手法

及びスケジュールの妥当性並びに整合性を確認するとともに、予算要求段階で見積
精査を行った。 

 
  ⑶⑶  再再審審査査事事務務のの抜抜本本的的見見直直しし  
   再審査請求については、令和 6 年度においても 90 万件前後の高い水準で推移してい

る。当該状況を踏まえ、円滑な再審査事務に向けた取組として、関係団体の理解を得た
上で、6 月から再審査申出理由が不明な場合は、全保険者を対象に一旦「原審どおり」
として結果を通知する対応、再審査結果が「原審どおり」を繰り返す事例に対して、定
型文言を活用する方法及び再審査結果を分析した上で、査定・返戻割合が低調である 95
保険者に対して、本部から連絡文書を送付し、6 月から令和 7 年 1 月にかけて点検事業
者同席の下での訪問懇談を実施した。 

   また、現行の紙レセプトを前提とした再審査処理システムについては、「原審どおり」
の理由について、不明確な定型文の削除及び文言の修正等を行った。今後も引き続き、
国保中央会との審査支払システムの共同開発に併せて、新たな業務処理を前提とした再
審査処理システムの開発を検討する。 
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      ((ｲｲ))  訪訪問問看看護護ののオオンンラライインン資資格格確確認認・・オオンンラライインン請請求求のの開開始始にに伴伴うう対対応応  
          訪問看護ステーションにおける6月からのオンライン資格確認と7月からの訪問看護レ

セプトオンライン請求開始に向けて、令和5年度からシステム開発を行い、予定どおり運
用を開始した。 

     運用開始に伴い、訪問看護事業者及び保険者等に対して、各種マニュアル等の情報提供
を行った。 

     また、レセプト電算処理訪問看護システムに係る業務処理方法のマニュアルを整備した。 
 
      ((ｳｳ))  審審査査支支払払シシスステテムムのの診診療療報報酬酬改改定定へへのの対対応応  
          令和 6 年度診療報酬改定への対応として、施行日である 6 月 1 日に向けて、記録

条件仕様、標準仕様、基本マスター及び電子点数表を改定内容に沿って整備し、支
払基金ホームページ等を通じて保険医療機関等及び保険者等に情報提供を行った。 

     診療報酬改定に伴い、受付前に記録条件仕様等に合致しているかをチェックする
ＡＳＰ機能に 23 事例を追加したほか、医薬品マスターの仕様変更等の必要な審査
支払システムの改修を行った。 

     また、令和 6 年度診療報酬改定時において、改定の内容が不明確であった 269 事
例について厚生労働省宛て照会し 249 事例の回答を得た。そのうち、コンピュータ
チェックが可能な 37 事例について設定を行った。 

 
      ((ｴｴ))  シシスステテムム改改修修案案件件のの適適正正評評価価とと実実施施  
          個別システム改修案件について、費用の適正化を図るため、各種案件の開発手法

及びスケジュールの妥当性並びに整合性を確認するとともに、予算要求段階で見積
精査を行った。 

 
  ⑶⑶  再再審審査査事事務務のの抜抜本本的的見見直直しし  
   再審査請求については、令和 6 年度においても 90 万件前後の高い水準で推移してい

る。当該状況を踏まえ、円滑な再審査事務に向けた取組として、関係団体の理解を得た
上で、6 月から再審査申出理由が不明な場合は、全保険者を対象に一旦「原審どおり」
として結果を通知する対応、再審査結果が「原審どおり」を繰り返す事例に対して、定
型文言を活用する方法及び再審査結果を分析した上で、査定・返戻割合が低調である 95
保険者に対して、本部から連絡文書を送付し、6 月から令和 7 年 1 月にかけて点検事業
者同席の下での訪問懇談を実施した。 

   また、現行の紙レセプトを前提とした再審査処理システムについては、「原審どおり」
の理由について、不明確な定型文の削除及び文言の修正等を行った。今後も引き続き、
国保中央会との審査支払システムの共同開発に併せて、新たな業務処理を前提とした再
審査処理システムの開発を検討する。 

 

 

  第第３３  ママイイナナ保保険険証証のの利利用用環環境境のの整整備備とと医医療療ＤＤＸＸのの取取組組のの抜抜本本的的強強化化    

  

１１  ママイイナナ保保険険証証のの利利用用環環境境のの整整備備  

  ⑴⑴  オオンンラライインン資資格格確確認認等等シシスステテムム等等のの安安定定運運用用  

      12 月 2 日の健康保険証の新規発行終了や確定申告期間等、特にシステムへの負荷が高

まる時期に備え、システムの性能向上や監視体制の充実を図る等、中間サーバー及びオ

ンライン資格確認等システムの安定運用に努めた。 

   また、オンライン資格確認の開始当初の時期に発行した電子証明書が 3 年 3 か月の更

新期限を迎えたことから、保険医療機関等が円滑に電子証明書を更新できるよう、架電

やメール、資格確認端末での通知等により更新の案内を行うとともに、更新に係る問合

せについてコールセンターで対応した。 

   さらに、令和 7 年 3 月に保守契約期限を迎えるネットワーク機器等について、令和７

年 2 月までに順次更新を行った。 

   マイナ資格確認アプリ（居宅同意取得型）※において、患者の同意がないにもかかわら

ず、保険医療機関等に対し薬剤情報が提供された事案が発生した（36 保険医療機関等に

対して 37 人分の薬剤情報が同意なしに提供された可能性）。本事案については、個人情

報保護委員会に報告するとともに、支払基金ホームページ等により公表した上で、シス

テム開発のテスト計画の適正性について、開発担当チーム、システム横断的な担当管理

職がチェックする等の再発防止策を策定し、開発中の案件についても再発防止策に基づ

き個人情報の制御関連機能に係る再点検を実施の上、リリースした。 

※ 訪問診療等において、患者の居宅等でモバイル端末のアプリを通じた暗証番号又は目視確認による本人

確認により、マイナ保険証によるオンライン資格確認や保険医療機関等への薬剤情報等の情報提供に係る

同意登録を行うことができる仕組み 

 

  ⑵⑵  中中間間ササーーババーーへへのの正正確確なな加加入入者者情情報報登登録録のの促促進進  

    アア  加加入入者者情情報報のの正正確確性性のの確確保保  

    加入者情報の更なる正確性の確保に向け、新生児等の初めて中間サーバーに登録さ

れる者を対象に住民基本台帳情報と突合を行う従前の誤入力チェックシステムを改修

し、中間サーバーに登録される全ての加入者を対象とする新誤入力チェックシステム

を 5 月から稼働した。 

    また、保険者から誤登録の報告があった場合の医療情報の閲覧停止や、保険者の依

頼に基づくレセプト単位での医療情報の閲覧停止解除について運用保守事業者を介さ

ず支払基金において対応できるよう、オンライン資格確認等システムの検索・管理機

能を強化するための改修を行い、令和 7 年 4 月から運用を開始した。 
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    イイ  負負担担割割合合等等のの情情報報のの正正確確性性のの確確保保  

       オンライン資格確認の結果として表示される健康保険証の負担割合等の情報と保険

者が保持する負担割合等を突合することができるよう、オンライン資格確認等システ

ム及び中間サーバーの改修を行い、8 月から運用を開始した。 

 

  ⑶⑶  不不詳詳レレセセププトトへへのの対対応応  

   保険医療機関等においてマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことが

できず、保険者等番号及び被保険者等記号・番号を不詳として請求されたレセプトにつ

いては、オンライン資格確認等システムの活用や患者等への架電等により可能な限り資

格情報を特定して、請求支払を行う等の対応を実施した。 

   なお、令和 6 年度においては、保険者等間の按分請求は発生しなかった。 

 

  ⑷⑷  オオンンラライインン資資格格確確認認ととオオンンラライインン請請求求のの一一体体的的なな導導入入促促進進  
   オンライン資格確認及びオンライン請求の導入については、必要なネットワーク回線

や機器の多くを兼用できることから、引き続き、未導入の保険医療機関等に対して導入
促進を図るため、架電による勧奨を実施した。 

   また、10 月のオンライン請求の経過措置終了以降、オンライン請求へ移行することな
く、未提出及び届出に不備があった保険医療機関等に対し、複数回の架電及び 2 回の連
絡文書の送付を行った。 

   なお、これらの取組を行ったにもかかわらず、未提出及び届出に不備があった保険医
療機関等に対し、厚生労働省作成の連絡文書及びリーフレットを送付した。 

   このような一連の取組の結果、令和 7 年 3 月末時点において、オンライン資格確認は
前年度比 2,783 機関増の 215,024 機関、オンライン請求は前年度比 22,320 機関増の
210,905 機関が導入した。 

   訪問看護ステーションについては、12 月にオンライン資格確認及びオンライン請求と
もに義務化となったことに伴い、一体的な導入勧奨として、未導入のステーションへの
架電を実施し令和 7 年 3 月末時点において、オンライン資格確認は 17,812 ステーショ
ン、オンライン請求は 17,659 ステーションが導入した。 
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    イイ  負負担担割割合合等等のの情情報報のの正正確確性性のの確確保保  

       オンライン資格確認の結果として表示される健康保険証の負担割合等の情報と保険

者が保持する負担割合等を突合することができるよう、オンライン資格確認等システ

ム及び中間サーバーの改修を行い、8 月から運用を開始した。 

 

  ⑶⑶  不不詳詳レレセセププトトへへのの対対応応  

   保険医療機関等においてマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行うことが

できず、保険者等番号及び被保険者等記号・番号を不詳として請求されたレセプトにつ

いては、オンライン資格確認等システムの活用や患者等への架電等により可能な限り資

格情報を特定して、請求支払を行う等の対応を実施した。 

   なお、令和 6 年度においては、保険者等間の按分請求は発生しなかった。 

 

  ⑷⑷  オオンンラライインン資資格格確確認認ととオオンンラライインン請請求求のの一一体体的的なな導導入入促促進進  
   オンライン資格確認及びオンライン請求の導入については、必要なネットワーク回線

や機器の多くを兼用できることから、引き続き、未導入の保険医療機関等に対して導入
促進を図るため、架電による勧奨を実施した。 

   また、10 月のオンライン請求の経過措置終了以降、オンライン請求へ移行することな
く、未提出及び届出に不備があった保険医療機関等に対し、複数回の架電及び 2 回の連
絡文書の送付を行った。 

   なお、これらの取組を行ったにもかかわらず、未提出及び届出に不備があった保険医
療機関等に対し、厚生労働省作成の連絡文書及びリーフレットを送付した。 

   このような一連の取組の結果、令和 7 年 3 月末時点において、オンライン資格確認は
前年度比 2,783 機関増の 215,024 機関、オンライン請求は前年度比 22,320 機関増の
210,905 機関が導入した。 

   訪問看護ステーションについては、12 月にオンライン資格確認及びオンライン請求と
もに義務化となったことに伴い、一体的な導入勧奨として、未導入のステーションへの
架電を実施し令和 7 年 3 月末時点において、オンライン資格確認は 17,812 ステーショ
ン、オンライン請求は 17,659 ステーションが導入した。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

  ⑸⑸  多多様様なな場場面面ででののオオンンラライインン資資格格確確認認のの導導入入  

    オンライン資格確認の利用場面の拡大については、訪問看護では 6 月から、職域診療

所及び助産所では 7 月から、それぞれオンライン資格確認の運用を開始した。訪問診療

等において暗証番号なしで認証ができるよう、マイナ資格確認アプリ（居宅同意取得型）

の追加開発を行い、10 月から運用を開始するとともに、自衛官診療証におけるオンライ

ン資格確認を実施するため、中間サーバーに自衛官診療証情報を格納できるよう開発を

行い、12 月から運用を開始した。 

   マイナンバーカード機能が搭載されたスマートフォンによるオンライン資格確認が可

能となる仕組みについては、令和 7 年 6 月末を目途に実証事業を開始できるよう、7 月

から開発を開始した。 

   また、資格確認限定型※1のオンライン資格確認については、マイナンバーカードによ

り資格確認を行った患者の資格情報の履歴閲覧機能を 7 月に、レセコンへの連携機能を

12 月にリリースした。発熱外来等の通常の受付窓口とは異なる動線でのオンライン資格

確認については、マイナ在宅受付Ｗｅｂ※2 を用いたものを 10 月から、マイナ資格確認

アプリ（居宅同意取得型）を用いたものを令和 7 年 4 月から、それぞれ可能となるよう

改修を行った。 

   さらに、オンライン資格確認において、顔認証や暗証番号の入力操作ができない場合

等に保険医療機関等職員が顔認証付きカードリーダー画面上で操作することで、資格確

認端末を操作することなく、目視による本人確認が可能とする改修を行い、令和 7 年 4

月から運用を開始した。 

   加えて、マイナ保険証利用時における高額療養費の限度額適用認定証情報の提供につ

いては、厚生労働省において同意が不要と整理されたことを踏まえ、同意の確認画面に

ついて、顔認証付きカードリーダーは 10 月から、資格確認端末は 12 月から、マイナ在

宅受付Ｗｅｂ及びマイナ資格確認アプリは令和 7 年 4 月からそれぞれ非表示とするため

の改修を行った。 

※1 柔道整復施術所等において導入される資格情報のみを取得できる簡素な仕組み 

※2 訪問診療やオンライン診療等において、患者の居宅でモバイル端末等のウェブ画面を通じた暗証番号

による本人確認により、マイナ保険証によるオンライン資格確認や保険医療機関等への薬剤情報等の情

報提供に係る同意登録を行うことができる仕組み 

 

  ⑹⑹  健健康康保保険険証証のの新新規規発発行行終終了了後後にに向向けけたた取取組組  

   12 月 2 日の健康保険証の新規発行終了に伴い、申請によらず資格確認書を保険者が交
付できるようにするために、マイナ保険証を有しない者（マイナンバーカードの健康保険
証利用登録を解除した者、返納者及び電子証明書の更新を失念した者）に関する情報を、
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オンライン資格確認等システムから中間サーバー経由で保険者に月次で連携する開発を
行い、同日から運用を開始した。 

   マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れ後、3 か月間は資格確認が可能となる
よう、オンライン資格確認等システム、マイナ資格確認アプリ、マイナ在宅受付Ｗｅｂ及
び顔認証付きカードリーダーの改修を行い、12 月 2 日から運用を開始した。 

   また、レセプト振替機能では、健康保険証の回収後に旧資格による請求があった場合
は保険医療機関等へ返戻していたが、令和 7 年 1 月（12 月診療分）から健康保険証の回
収にかかわらず新資格が判明しなかった場合等は、レセプト記載（旧資格）の保険者へ
請求するという運用を開始した。 

   医療保険と公費負担医療の併用レセプトについては、主保険である医療保険の資格が
社保から社保へ異動した場合に限り、原審査・再審査で振替を実施する運用を令和 7 年
4 月から開始し、4 月処理で原審査は約 38,000 件、再審査では約 6,800 件の振替が行わ
れている。 

 
  ⑺⑺  オオンンラライインン資資格格確確認認にに関関すするる保保険険医医療療機機関関等等へへのの支支援援  
      令和 6 年度におけるオンライン資格確認の利用場面の拡大に係る補助金については、

厚生労働省と連携し、保険医療機関・薬局、訪問看護ステーション及び柔道整復師・あ
ん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師の施術所に対して、医療機関等向け総合ポー
タルサイト及び施術所等向け総合ポータルサイトにより導入勧奨や補助金申請について
記事の掲載を行うとともに、リーフレット、メール及びオンライン請求システムを活用
したポップアップによる導入勧奨（以下「各種導入勧奨」という。）を実施し、58,942 機
関に対して約 56 億円の補助金を交付した。 

   また、令和 6 年度におけるオンライン資格確認の経過措置に係る猶予届出については、
延べ 9,083 件申請があり、令和 7 年 3 月末時点においてそのうち 7,912 件を受理した。 

   マイナ保険証の利用促進を図るため、マイナ保険証の利用率に応じた支援金・一時金、
顔認証付きカードリーダー増設及び公費負担医療の受給者証等とマイナンバーカードの
一体化のためのシステム整備に係る補助金について、医療機関等向け総合ポータルサイ
トに記事を掲載するとともに、各種導入勧奨を実施し、122,502 機関に対して約 116 億
円を交付した。 

   なお、各事業における導入状況は次のとおり。 
 

（令和 7 年 3 月末時点） 
保険医療機関・薬局のオンライン資格確認 215,024 機関 

訪問看護ステーションのオンライン資格確認 17,812 ステーション 

柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師の施術所の 
オンライン資格確認 

56,980 施設 
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オンライン資格確認等システムから中間サーバー経由で保険者に月次で連携する開発を
行い、同日から運用を開始した。 

   マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れ後、3 か月間は資格確認が可能となる
よう、オンライン資格確認等システム、マイナ資格確認アプリ、マイナ在宅受付Ｗｅｂ及
び顔認証付きカードリーダーの改修を行い、12 月 2 日から運用を開始した。 

   また、レセプト振替機能では、健康保険証の回収後に旧資格による請求があった場合
は保険医療機関等へ返戻していたが、令和 7 年 1 月（12 月診療分）から健康保険証の回
収にかかわらず新資格が判明しなかった場合等は、レセプト記載（旧資格）の保険者へ
請求するという運用を開始した。 

   医療保険と公費負担医療の併用レセプトについては、主保険である医療保険の資格が
社保から社保へ異動した場合に限り、原審査・再審査で振替を実施する運用を令和 7 年
4 月から開始し、4 月処理で原審査は約 38,000 件、再審査では約 6,800 件の振替が行わ
れている。 

 
  ⑺⑺  オオンンラライインン資資格格確確認認にに関関すするる保保険険医医療療機機関関等等へへのの支支援援  
      令和 6 年度におけるオンライン資格確認の利用場面の拡大に係る補助金については、

厚生労働省と連携し、保険医療機関・薬局、訪問看護ステーション及び柔道整復師・あ
ん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師の施術所に対して、医療機関等向け総合ポー
タルサイト及び施術所等向け総合ポータルサイトにより導入勧奨や補助金申請について
記事の掲載を行うとともに、リーフレット、メール及びオンライン請求システムを活用
したポップアップによる導入勧奨（以下「各種導入勧奨」という。）を実施し、58,942 機
関に対して約 56 億円の補助金を交付した。 

   また、令和 6 年度におけるオンライン資格確認の経過措置に係る猶予届出については、
延べ 9,083 件申請があり、令和 7 年 3 月末時点においてそのうち 7,912 件を受理した。 

   マイナ保険証の利用促進を図るため、マイナ保険証の利用率に応じた支援金・一時金、
顔認証付きカードリーダー増設及び公費負担医療の受給者証等とマイナンバーカードの
一体化のためのシステム整備に係る補助金について、医療機関等向け総合ポータルサイ
トに記事を掲載するとともに、各種導入勧奨を実施し、122,502 機関に対して約 116 億
円を交付した。 

   なお、各事業における導入状況は次のとおり。 
 

（令和 7 年 3 月末時点） 
保険医療機関・薬局のオンライン資格確認 215,024 機関 

訪問看護ステーションのオンライン資格確認 17,812 ステーション 

柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師の施術所の 
オンライン資格確認 

56,980 施設 

 

 

２２  医医療療ＤＤＸＸのの取取組組のの抜抜本本的的強強化化  

  ⑴⑴  抜抜本本的的なな改改組組へへのの的的確確なな対対応応とと当当面面のの体体制制充充実実にに向向けけたた取取組組  

      7 月に「抜本的改組への対応に関する検討会議」を設置し、支払基金を審査支払機能

に加え、医療ＤＸに関するシステムの開発運用主体の母体とし、抜本的に改組するとの

政府方針に関して、各種情報の集約・共有や課題の整理、方針の検討を行った。 

   なお、関連する法案が令和 7 年の通常国会に提出された。 

   医療ＤＸの推進に向けた現下の課題に対して組織体制の強化を図るとともに、支払基

金のデータヘルス部門で活躍する人材を確保・強化するため、ＩＴ業務経験者の採用や

官民からの出向者を通じた外部人材の採用を行った。 

   また、職員の専門性を高めるため、キャリアパス制度においてデータヘルス部門研修

（e ラーニング動画による研修、大学機関や外部事業者による研修）を実施した。 

 

  ⑵⑵  共共通通算算定定モモジジュューールルのの開開発発とと国国保保中中央央会会・・国国保保連連ととのの審審査査支支払払シシスステテムムのの共共同同開開発発  

    アア  共共通通算算定定モモジジュューールルのの開開発発及及びび共共通通算算定定ママススタターーのの提提供供  

    共通算定モジュールについて、診療報酬点数と患者負担金の計算を行うプログラム

を開発し、各プログラムの一連の動作を確認する結合テストを完了した。レセコンベ

ンダーに対し、外部インターフェース利用ガイド／仕様書を提供するとともに、本開

発に協力するレセコンベンダーを公募により決定し、プログラムの品質確認を行うた

めの業務に着手した。 

    国公費マスター、地単公費マスターについて、厚生労働省・国保中央会と連携して、

必要な改善を行った。 

    また、基本マスターについて、必要な情報を抽出し、マスターを管理するシステム

に共通算定モジュールで利用できるようにする機能を実装した。 

 

    イイ  国国保保中中央央会会・・国国保保連連ととのの審審査査支支払払シシスステテムムのの共共同同開開発発  

    国保中央会との審査支払システムの共同開発については、診療報酬改定ＤＸとの整

合性を確保しつつ、再審査の業務における紙処理の廃止を含め、開発コストや運用コ

ストの試算の前提となる、共同利用のシステム構成や実装方法等について検討し、現

行システムと同等の性能が確保できるか、技術専門家のレビューを受けつつ検証を

行った。 

    また、共同利用に係るシステムの機能要件等の整理作業の中で、国保中央会・国保

連合会と互いの審査画面システムを視察した。 
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  ⑶⑶  全全国国医医療療情情報報ププララッットトフフォォーームムのの構構築築にに向向けけたた取取組組  

    アア  電電子子カカルルテテ情情報報共共有有ササーービビススのの開開発発  

       電子カルテ情報共有サービスについては、令和 5 年 11 月から開発を開始し、7 月か

ら 9 月にかけて 4 保険医療機関で実地検証を行う等、準備を進め、令和 7 年 2 月に 3

文書 6 情報の機能（健診結果報告書の保険者向け機能を除く。）を、令和 7 年 3 月に

は健診結果報告書の保険者向け機能をリリースし、厚生労働省による標準マスターの

整備と併せ、3 文書 6 情報の共有がシステム上可能となった。 

    また、患者サマリー閲覧サービスについても令和 7 年 3 月にリリースし、マイナ

ポータルから患者サマリーの閲覧が可能となった。 

    令和 7 年度中の本格稼働の実現に向け、令和 7 年 2 月には 1 地域 4 病院にてモデル

事業を開始し、令和 7 年 3 月末時点では 3 地域 6 病院に拡大している。 

 

    イイ  電電子子処処方方箋箋管管理理ササーービビススのの運運用用及及びび追追加加開開発発  

    電子処方箋管理サービスについては、その普及を図り、令和 7 年 3 月末現在で医科

14,569 機関（導入率 16.0%）、歯科 2,295 機関（同 3.8%）、薬局 46,815 機関（同 77.7%）

の計 63,679 機関（同 30.0%）に導入されている。 

    調剤済み処方箋の保存サービスについては、7 月に運用を開始し、薬局システムベ

ンダー及び薬局への勧奨を行った結果、令和 7 年 3 月末現在で薬局 1,327 機関に導入

されている。 

    院内処方に係る入院時の薬剤情報、退院時処方情報の閲覧や重複投薬等チェックを

可能とするための機能については、令和 7 年 1 月に開発を完了し運用を開始した。 

    12 月に一部の保険医療機関等においてシステムの設定不備により、電子処方箋を受

ける薬局側のシステムで、医師の処方と異なる医薬品名が表示される等の事例が報告

された。これを踏まえ、保険医療機関等でのシステムの点検を促す周知期間として、

12 月 20 日から 26 日までの間、電子処方箋の発行を停止した。医療現場にとって電

子処方箋を利用しやすく、安全に運用できる仕組み・環境を整備するため、令和 7 年

夏頃までにダミーコードを使用不可とする等のシステム改修を行う。 

 

    ウウ  公公費費負負担担・・地地方方単単独独医医療療費費助助成成事事業業等等にに係係るる情情報報連連携携  

    ＰＭＨ※とオンライン資格確認等システムが連携した先行実施事業として、医療費

助成、予防接種、母子保健に加え、令和 7 年 1 月から介護に係る事業が開始された。 

    令和 7 年 1 月からの介護の運用開始に合わせ、予防接種及び母子保健においてもこ

れまで活用されていたマイナポＡＰＩ（タブレット端末）を、マイナ資格確認アプリ

を活用する仕組みに切り替えることとされたことから、本人確認結果を当該アプリに
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  ⑶⑶  全全国国医医療療情情報報ププララッットトフフォォーームムのの構構築築にに向向けけたた取取組組  

    アア  電電子子カカルルテテ情情報報共共有有ササーービビススのの開開発発  

       電子カルテ情報共有サービスについては、令和 5 年 11 月から開発を開始し、7 月か

ら 9 月にかけて 4 保険医療機関で実地検証を行う等、準備を進め、令和 7 年 2 月に 3

文書 6 情報の機能（健診結果報告書の保険者向け機能を除く。）を、令和 7 年 3 月に

は健診結果報告書の保険者向け機能をリリースし、厚生労働省による標準マスターの

整備と併せ、3 文書 6 情報の共有がシステム上可能となった。 

    また、患者サマリー閲覧サービスについても令和 7 年 3 月にリリースし、マイナ

ポータルから患者サマリーの閲覧が可能となった。 

    令和 7 年度中の本格稼働の実現に向け、令和 7 年 2 月には 1 地域 4 病院にてモデル

事業を開始し、令和 7 年 3 月末時点では 3 地域 6 病院に拡大している。 

 

    イイ  電電子子処処方方箋箋管管理理ササーービビススのの運運用用及及びび追追加加開開発発  

    電子処方箋管理サービスについては、その普及を図り、令和 7 年 3 月末現在で医科

14,569 機関（導入率 16.0%）、歯科 2,295 機関（同 3.8%）、薬局 46,815 機関（同 77.7%）

の計 63,679 機関（同 30.0%）に導入されている。 

    調剤済み処方箋の保存サービスについては、7 月に運用を開始し、薬局システムベ

ンダー及び薬局への勧奨を行った結果、令和 7 年 3 月末現在で薬局 1,327 機関に導入

されている。 

    院内処方に係る入院時の薬剤情報、退院時処方情報の閲覧や重複投薬等チェックを

可能とするための機能については、令和 7 年 1 月に開発を完了し運用を開始した。 

    12 月に一部の保険医療機関等においてシステムの設定不備により、電子処方箋を受

ける薬局側のシステムで、医師の処方と異なる医薬品名が表示される等の事例が報告

された。これを踏まえ、保険医療機関等でのシステムの点検を促す周知期間として、

12 月 20 日から 26 日までの間、電子処方箋の発行を停止した。医療現場にとって電

子処方箋を利用しやすく、安全に運用できる仕組み・環境を整備するため、令和 7 年

夏頃までにダミーコードを使用不可とする等のシステム改修を行う。 

 

    ウウ  公公費費負負担担・・地地方方単単独独医医療療費費助助成成事事業業等等にに係係るる情情報報連連携携  

    ＰＭＨ※とオンライン資格確認等システムが連携した先行実施事業として、医療費

助成、予防接種、母子保健に加え、令和 7 年 1 月から介護に係る事業が開始された。 

    令和 7 年 1 月からの介護の運用開始に合わせ、予防接種及び母子保健においてもこ

れまで活用されていたマイナポＡＰＩ（タブレット端末）を、マイナ資格確認アプリ

を活用する仕組みに切り替えることとされたことから、本人確認結果を当該アプリに

 

 

連携できるよう、オンライン資格確認等システムの改修を行った。 

    また、予防接種デジタル化の令和 8 年度本格運用開始に向け、保険医療機関等が接

種記録や副反応疑い報告を登録することができるよう、オンライン資格確認等システ

ムの開発に令和 7 年 1 月から着手した。 

    併せて、予防接種記録・予診情報管理システム及び介護情報基盤からのＰＭＨキー

による履歴照会・回答システムへの照会に対して、履歴照会・回答システムが連結情

報を提供できるよう、令和 7 年 1 月から当該システムの改修に着手した。 

   ※ Public Medical Hub の略。自治体・医療機関等をつなぐ情報連携システム 

 

    エエ  保保健健医医療療情情報報のの提提供供のの充充実実  

        薬剤情報、診療情報及び医療費通知情報の保存年限を 3 年間から 5 年間へ延長する
ための改修を 9 月末までに行った。 

    また、救急搬送された患者に関する医療情報を閲覧可能とする仕組みについては、
12 月から運用を開始し、令和 7 年 3 月末時点で 706 の病院に導入されている。 

    さらに、救急隊員が救急搬送中の傷病者に関する医療情報を閲覧可能とする仕組み
についても、3 月末にオンライン資格確認等システムの改修を終え、令和 7 年 4 月か
ら運用が開始され、令和 7 年度においては全国の救急隊のうち 5,334 隊での運用が予
定されている。 

    なお、災害時において、厚生労働省が指定した地域の保険医療機関等に対し「緊急
時医療情報・資格確認機能」（災害時モード）を開放し、被災した患者がマイナンバー
カードを持参していない場合でも資格確認や薬剤情報等を閲覧できるようにすること
により、医療費の請求時に不詳請求となることを回避でき、また、災害時でも診療等
に必要な情報を提供した。 

    令和 6 年 1 月に発生した令和 6 年能登半島地震においては、5 月 2 日まで継続して
当該機能を開放し、総計で 816 の保険医療機関等から 32,623 件の情報要求を受け、
11,305 件の資格情報、10,175 件の薬剤情報等を提供した。 

    令和 6 年度においては、台風 10 号に伴う災害や大雪、大規模火災等で 208 の保険
医療機関等から 1,598 件の情報要求を受け、408 件の資格情報、227 件の薬剤情報等
を提供した。 

 
  ⑷⑷  医医療療ＤＤＸＸのの取取組組にに関関すするる保保険険医医療療機機関関等等へへのの支支援援  
    アア  電電子子処処方方箋箋のの導導入入にに関関すするる支支援援  
    令和 6 年度における電子処方箋管理サービスの導入のためのシステム整備に対する

補助金については、厚生労働省と連携し、保険医療機関等に対して、医療機関等向け
総合ポータルサイトにて導入勧奨や補助金申請についての記事や人気アニメとタイ
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アップしたポスター・リーフレット等の掲載を行うとともに、各種導入勧奨を実施し、
51,333 機関に対して約 82 億円の補助金を交付した。 

    このような一連の取組の結果、令和 7 年 3 月末時点において、前年度比 44,255 機関
増の 63,679 機関が導入した。 

 
    イイ  電電子子カカルルテテ情情報報共共有有ササーービビススのの導導入入にに関関すするる支支援援  
    電子カルテ情報共有サービスのシステム整備に対する補助金については、令和 7 年度

におけるモデル事業の拡大や本格運用を見据え、厚生労働省と連携し、保険医療機関に
対して、医療機関等向け総合ポータルサイトにて補助金申請や導入勧奨を行った。 

 
３３  デデーータタヘヘルルススのの推推進進にに係係るる取取組組  
  ⑴⑴  保保険険者者等等ととのの協協働働にによよるるデデーータタヘヘルルススのの推推進進  
    アア  健健康康ススココアアリリンンググレレポポーートトのの作作成成  
        「2024 年度健康スコアリングレポートの実施方針」に基づき、保険者・事業主単位

に健康スコアリングレポートを作成した。 
    特定健診対象者 50 名以上の事業所において作成していた事業主単位レポートにつ

いて、10 名以上の事業所に作成対象を拡大するとともに、1 人あたり医療費を追加表
示した。 

    また、各保険者が、性・年齢別及び被保険者・被扶養者別等で表やグラフを作成で
きるよう、健康スコアリングレポート作成に係る集計データを提供した。 

 
    イイ  デデーータタヘヘルルスス・・ポポーータタルルササイイトトのの運運用用及及びび改改修修  
        データヘルス・ポータルサイトについて、利用者が外部委託サービスに関する情報

を効率的に収集できるよう、サービス内容をフリーワードで検索する機能を追加する
等の改善を実施した上で、データヘルス計画・実績報告の収集、健康スコアリングレ
ポートを提供するための運用を行った。 

    加えて、各健康保険組合における予防・健康づくりの取組を客観的に評価するため
の共通評価指標（例：特定保健指導対象者割合）の実績値をＮＤＢ※で算出するととも
に本サイトにプリセットした。 
※ National Database of Health Insurance Claims の略、レセプト情報、特定健診・保健指導情報、死亡

情報を匿名化し格納しているデータベース 

 
  ⑵⑵  研研究究者者やや地地方方自自治治体体ととのの協協働働にによよるるデデーータタヘヘルルススのの推推進進  

    アア  ＮＮＤＤＢＢ関関連連業業務務のの実実施施  

    レセプト情報等の利活用を円滑に進めるため、ＮＤＢの運用管理、オンサイトリサー

チセンターの運用、ＮＤＢオープンデータの作成、研究者や地方自治体等のニーズに
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アップしたポスター・リーフレット等の掲載を行うとともに、各種導入勧奨を実施し、
51,333 機関に対して約 82 億円の補助金を交付した。 

    このような一連の取組の結果、令和 7 年 3 月末時点において、前年度比 44,255 機関
増の 63,679 機関が導入した。 

 
    イイ  電電子子カカルルテテ情情報報共共有有ササーービビススのの導導入入にに関関すするる支支援援  
    電子カルテ情報共有サービスのシステム整備に対する補助金については、令和 7 年度

におけるモデル事業の拡大や本格運用を見据え、厚生労働省と連携し、保険医療機関に
対して、医療機関等向け総合ポータルサイトにて補助金申請や導入勧奨を行った。 

 
３３  デデーータタヘヘルルススのの推推進進にに係係るる取取組組  
  ⑴⑴  保保険険者者等等ととのの協協働働にによよるるデデーータタヘヘルルススのの推推進進  
    アア  健健康康ススココアアリリンンググレレポポーートトのの作作成成  
        「2024 年度健康スコアリングレポートの実施方針」に基づき、保険者・事業主単位

に健康スコアリングレポートを作成した。 
    特定健診対象者 50 名以上の事業所において作成していた事業主単位レポートにつ

いて、10 名以上の事業所に作成対象を拡大するとともに、1 人あたり医療費を追加表
示した。 

    また、各保険者が、性・年齢別及び被保険者・被扶養者別等で表やグラフを作成で
きるよう、健康スコアリングレポート作成に係る集計データを提供した。 

 
    イイ  デデーータタヘヘルルスス・・ポポーータタルルササイイトトのの運運用用及及びび改改修修  
        データヘルス・ポータルサイトについて、利用者が外部委託サービスに関する情報

を効率的に収集できるよう、サービス内容をフリーワードで検索する機能を追加する
等の改善を実施した上で、データヘルス計画・実績報告の収集、健康スコアリングレ
ポートを提供するための運用を行った。 

    加えて、各健康保険組合における予防・健康づくりの取組を客観的に評価するため
の共通評価指標（例：特定保健指導対象者割合）の実績値をＮＤＢ※で算出するととも
に本サイトにプリセットした。 
※ National Database of Health Insurance Claims の略、レセプト情報、特定健診・保健指導情報、死亡

情報を匿名化し格納しているデータベース 

 
  ⑵⑵  研研究究者者やや地地方方自自治治体体ととのの協協働働にによよるるデデーータタヘヘルルススのの推推進進  

    アア  ＮＮＤＤＢＢ関関連連業業務務のの実実施施  

    レセプト情報等の利活用を円滑に進めるため、ＮＤＢの運用管理、オンサイトリサー

チセンターの運用、ＮＤＢオープンデータの作成、研究者や地方自治体等のニーズに

 

 

応じたＮＤＢデータの情報分析・提供等の支援を行った。 

    また、ＮＤＢデータ提供の抜本的見直しに伴い、ＨＩＣ※の機能等を拡充してＮＤＢ

の利活用を促進するため、11 月のリモートアクセスの解析データの拡大に向けて必要

なシステム改修を実施し、迅速提供を開始した。 

※ Healthcare Intelligence Cloud の略、クラウド上でＮＤＢデータ等を連結し、解析できる環境（医療・

介護データ等解析基盤） 

 

    イイ  履履歴歴照照会会・・回回答答シシスステテムムのの運運用用  

    難病ＤＢ（指定難病患者データベース）、小慢ＤＢ（小児慢性特定疾患児童等データ

ベース）に対する連結情報の提供に係る環境を整え、4 月から運用を開始した。既に運

用を開始しているＮＤＢ、介護ＤＢ及びＤＰＣＤＢと併せ、これらデータベースに対し

て、被保険者番号の履歴を活用した連結に必要な情報を約 21 億 7 千万件提供した。 

    また、次世代ＤＢ（次世代医療基盤法に基づき構築されたデータベース）について

も令和 7 年度から連結情報を提供できるよう、接続テストを完了した。 

  

    ウウ  レレセセププトトデデーータタ等等のの統統計計情情報報のの第第三三者者提提供供  

        「レセプトデータ等の統計情報の利用に係る事務取扱要領」に基づき、レセプトデー
タ等の統計情報を地方自治体等に 6 件提供した。 

 

   （提供実績） 

提供先 内容 提供時期 

地方自治体 帯状疱疹の新規患者数の把握調査 令和 6 年 9 月 

地方自治体 医療的ケア児・者の実態把握 令和 6 年 12 月 

大学その他の研究機関 労働者のメンタルヘルス問題の調査 令和 7 年 1 月 

大学その他の研究機関 小児軽症頭部外傷時に医師が頭部ＣＴ
検査を実施する医学的根拠の調査 

令和 7 年 2 月 

大学その他の研究機関 慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策データ 令和 7 年 3 月 

地方自治体 依存症患者の推計 令和 7 年 3 月 

  

    エエ  地地域域ににおおけけるるデデーータタへへルルススのの取取組組へへのの貢貢献献のの検検討討  

    都道府県の医療費適正化の取組にデータ分析等により貢献するため、厚生労働省と
協議し各都道府県の保険者協議会への参加について、令和 7 年 2 月に厚生労働省から
都道府県宛て通達された。これを受け、中核審査事務センターに職員を配置する等、
参加に向けた準備を進め、支払基金の有するデータ分析力を活かした地域の課題解決
に向けた支援に取り組んでいく。 
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  第第４４  そそのの他他のの業業務務運運営営にに向向けけたた取取組組    

  

１１  災災害害・・事事故故等等ののリリススクク管管理理のの強強化化  

  ⑴⑴  災災害害発発生生時時のの事事業業のの継継続続にに関関すするる取取組組  

   事業継続計画（ＢＣＰ）で策定した業務処理手順等の確立を目的として、9 月に本部

と宮城センター・事務局合同の災害対策本部設置訓練を実施し、当該訓練結果を踏まえ、

12 月に被災状況の報告方法や診療報酬等の支払を継続するための業務処理手順等を見

直した。 

   また、11 月に全国一斉で安否確認訓練を実施したが、訓練開始から 1 時間以内の安否

報告率が 83％であったことから、安否報告の徹底を図るため、令和 7 年 1 月に再訓練を

実施し、99％に改善した。 

 

  ⑵⑵  業業務務にに係係るる事事故故・・シシスステテムム障障害害等等へへのの対対応応強強化化  

   マニュアルの記載内容又はシステム運用を起因とした誤りが複数の地方組織において

発生した事案について、再発防止の徹底と事故の絶無に向けた対応を強化するため、従

来の地方組織による審議に加え、4 月から本部事故防止対策部会においても再発防止策

を審議し、再発防止につながるチェックポイントを地方組織へ周知した。 

   また、5 月（4 月処理）からオンライン請求の保険医療機関等及び保険者等への請求・

支払関係帳票等のオンライン配信を開始し、10 月（9 月処理）にはオンライン請求の保

険医療機関等への紙媒体での返戻レセプト及び支払関係帳票の送付を廃止したことによ

り、保険医療機関等への返戻発送に係る誤送付が令和 5 年度の 29 件に対し、令和 6 年

度は 8 件に減少した。しかしながら、返戻発送以外の発送処理においても個人情報を含

む書類の誤送事故が散発的に発生したことから、地方組織の事故防止対策部会に本部も

参画し、発送処理体制を明確に示した上で、事故発生拠点に対して指導を行った。 

   なお、日本郵便による送付物の誤配達・未到着の事案についても発生したことから、

個人情報漏えいにつながる重大な事案であることを日本郵便に説明し、誤配達の絶無及

び配達期日の厳守の申し入れを行った。 

 

  ⑶⑶  ココンンププラライイアアンンススのの徹徹底底  

  アア  ハハララススメメンントト防防止止にに向向けけたた取取組組強強化化  

        外部通報窓口や本部に直接連絡できるハラスメント予防相談窓口等を改めて周知す

るとともに、ハラスメントに関する知識及び理解度を高めるため、全職員を対象にハ

ラスメントに関する理解度の把握及びオンライン講座による動画視聴を実施した。 

    また、12 月を「ハラスメント撲滅月間」と定め、本部及び地方組織の各階にハラス
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メント撲滅に関するポスターを掲示した。 

    さらに、ハラスメントに関するアンケート調査を実施し、ハラスメントにつながる

恐れがあると見受けられた場合は、状況の把握及び未然防止に向けた対応を行うよう

指導した。 

 

    イイ  情情報報セセキキュュリリテティィのの取取組組強強化化  

        自動遷移ツール事案以外の取組については、次のとおり実施した。 

      ((ｱｱ))  情情報報セセキキュュリリテティィイインンシシデデンントトにに係係るる対対応応  

          令和 6 年度は、ＣＳＩＲＴが招集される重大な情報セキュリティインシデントは

発生しなかった。 

     また、5 月、8 月及び令和 7 年 2 月に 3 保険医療機関がサイバー攻撃を受けた際、

支払基金のシステムへの感染拡大を防ぐため、速やかにオンライン請求・オンライ

ン資格確認への接続を遮断する措置を講じるとともに、接続を復旧する場合は、保

険医療機関等が「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」（厚生労働省

のガイドライン）に準拠しているか安全確認を徹底した。 

 

      ((ｲｲ))  情情報報セセキキュュリリテティィにに係係るる教教育育・・訓訓練練のの実実施施  

          情報セキュリティポリシー及び関係規程を正しく認知し、遵守するよう、全職員

を対象に、令和 5 年度の情報セキュリティ監査での指摘事項及び遵守すべき情報セ

キュリティのポイントについての教育を 5 月及び 6 月に行い、その内容を問う「理

解度の確認」を 7 月、10 月及び令和 7 年 1 月に実施した。 

     また、全職員が情報セキュリティ対策の実施状況を確認し、基金全体の情報セキュ

リティ水準の向上を図るため、10 月及び 11 月に「情報セキュリティポリシーに基

づく自己点検」を実施した。 

 

      ((ｳｳ))  情情報報セセキキュュリリテティィ監監査査等等のの実実施施  

     情報セキュリティ監査については、22 拠点について情報セキュリティポリシー及

び関係規程に準拠しているか確認した。ＰＣの管理不備が検出された１拠点につい

ては、改善状況のフォローアップを行い、改善されていることを確認した。 

     また、令和 5 年度に情報セキュリティ監査を実施した 22 拠点に対しては、前年度

の検出事項について実施状況を検査した結果、全て改善されていることを確認した。 
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    （令和 6 年度情報セキュリティ監査の実施状況） 
監査 対象拠点 

外部監査※1 

・地方組織：8 拠点 

 北海道（センター・事務局）、埼玉（センター・事務局）、三重（事務局）、 

米子（分室）、熊本（分室・事務局） 

・本部：5 部 6 課 

内部監査※2 
・地方組織：14 拠点（単独事務局） 

 福島、茨城、栃木、千葉、神奈川、新潟、長野、静岡、京都、兵庫、 

奈良、島根、岡山、長崎 

    ※1 監査実施業者による監査 
    ※2 システム部セキュリティ対策課による監査 
 

     オンライン資格確認等システム等については、システム監査の年度計画に基づき

運用保守事業者 3 社に対する各システムの運用管理規程等の準拠性監査を実施した。 

     また、監査結果に基づき、フォローアップを行い、指摘項目が改善されているこ

とを確認した。 

 

  ⑷⑷  内内部部統統制制制制度度のの整整備備とと運運用用  

   令和 6 年度においては、地方組織において庶務、業務、審査及び情報セキュリティの部

門別に所内自己点検を実施した。 

   審査事務センター（分室）及び併設審査委員会事務局については、ブロック調整管理

役による改善方策を確認した上で、ブロック内モニタリングを実施し、内部統制アドバ

イザーの最終確認後、ブロック調整管理役を通じて指摘及び指導を行った。 

 

  ⑸⑸  監監査査のの実実施施  

   事業運営の透明性を確保するため、内部監査及び監事監査のほか、監査法人による外

部監査を計画どおりに実施した。 

   内部監査については、本部における各種施策の取組、ブロック内拠点の業務運営、セ

ンターと事務局の連携及び審査の目標達成に向けた取組等の確認を実施した。 

   内部監査において、要改善事項が検出された拠点（本部は課）に対して、適宜ヒアリン

グ等による改善状況のフォローアップを行い、改善されていることを確認した。 
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  （監査の実施状況） 

監査 対象拠点 

内部監査 

本部及び地方組織（東北ブロック、関東ブロック及び近畿ブロック内の 17 拠点） 

・東北ブロック（宮城センター、北海道センター、盛岡分室及び併設事務局、 

秋田の単独事務局）（7 拠点） 

・関東ブロック（東京センター、埼玉センター及び併設事務局、高崎分室、群馬・ 

千葉の単独事務局）（7 拠点） 

・近畿ブロック（大阪センター及び併設事務局、兵庫の単独事務局）（3 拠点） 

監事監査 
本部及び地方組織（7 拠点） 

・中四国ブロック（広島センター、香川センター及び併設事務局、米子分室、鳥取・ 

岡山の単独事務局） 

外部監査 
本部及び地方組織（4 拠点） 

・愛知センター、福岡センター及び併設事務局 

 

２２  全全世世代代対対応応型型のの持持続続可可能能なな社社会会保保障障制制度度をを構構築築すするるたためめのの健健康康保保険険法法等等改改正正へへのの財財政政

調調整整事事業業のの対対応応  

  ⑴⑴  出出産産育育児児交交付付金金及及びび出出産産育育児児支支援援金金  

   4 月に導入された保険者へ交付する出産育児交付金については、令和 5 年 9 月 1 日ま

でに保険者から報告された出産育児一時金額を基に概算出産育児交付金を算出の上、保

険者へ通知し、当該保険者から徴収する各月の概算後期高齢者支援金との相殺により交

付した。 

   また、後期高齢者医療広域連合から徴収する出産育児支援金については、出産育児一

時金の支給見込額に応じて概算出産育児支援金を算出の上、後期高齢者医療広域連合へ

通知し、当該後期高齢者医療広域連合へ交付する各月の概算後期高齢者交付金との相殺

により徴収した。 

 

  （内訳（概算）） 

 出産育児交付金 出産育児支援金 

令和 6 年度 1,657 保険者 132 億円 47 広域連合 132 億円 

令和 7 年度 1,650 保険者 112 億円 47 広域連合 112 億円 

  

  ⑵⑵  前前期期高高齢齢者者のの財財政政調調整整ににおおけけるる報報酬酬水水準準にに応応じじたた調調整整のの導導入入にに係係るる業業務務  

   前期高齢者の財政調整における報酬水準に応じた算出式（報酬割 1/3、加入者割 2/3）

を基に、概算前期高齢者納付金及び交付金を算出し保険者へ通知した。 
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３３  子子どどもも・・子子育育てて支支援援法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律へへのの対対応応  

    6 月の「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」の成立を受け、令和 8 年 4 月

から導入される子ども・子育て支援納付金の徴収開始に向けて、こども家庭庁と調整を開

始し、システム改修の要件定義に着手した。 

  
４４  多多様様なな働働きき方方にに向向けけたた取取組組  
  ⑴⑴  障障害害者者のの職職場場定定着着支支援援  
   障害のある職員及び臨時職員の職場定着に向けた取組において、雇用後の職場定着の

支援を図るため、臨時職員の雇用に関する業務を担当する管理職のうち障害者職業生活
相談員の資格を有していない管理職へ当該資格認定の講習を受講するよう周知した。 

   全職員を対象に障害者を雇用することの社会的責任や必要性、共に働くための合理的
配慮等について、内閣府大臣官房政府広報室が運営している政府広報オンライン等から
抜粋した「障害者の差別解消に向けた理解促進に係る動画」及び「合理的配慮について
の理解を深めるための動画」の視聴を実施した。 

   また、障害者の雇用状況と障害者職業生活相談員の配置について広報誌により周知した。 
   なお、障害者の雇用状況と相談員の配置状況は以下のとおりである。 
 

障害者雇用状況 令和 6 年 4 月 1 日時点 令和 7 年 3 月末時点 
障害者雇用数 86 人 84 人 
障害者雇用率 2.67％ 2.62％ 

 
障害者職業生活相談員 

配置状況 
令和 6 年 4 月 1 日時点 令和 7 年 3 月末時点 

障害者職業生活相談員 85 人（35 拠点） 111 人（50 拠点） 
  ※新たに選任された相談員は 22 拠点で 26 人 

 

  ⑵⑵  女女性性活活躍躍のの推推進進  
   全ての職員の仕事と生活の両立を支援するため、「一人一人がワーク・ライフで輝ける

行動計画」を策定し、具体的な取組内容については次のとおりとした。 
  ア 女性活躍推進委員会において、自身のキャリアアップや仕事と生活を両立し働き続

けるための参考となるよう、多様な働き方をしている女性管理職 4 名をロールモデル
として選定し、女性活躍推進委員からのインタビュー動画とキャリアを全職員へ紹介
した。 

 

  イ 令和 5 年度に実施した女性活躍推進に関するアンケート結果から課題を分析し、

「一人一人がワーク・ライフで輝けるための提言」を作成した。 
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３３  子子どどもも・・子子育育てて支支援援法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律へへのの対対応応  

    6 月の「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」の成立を受け、令和 8 年 4 月

から導入される子ども・子育て支援納付金の徴収開始に向けて、こども家庭庁と調整を開

始し、システム改修の要件定義に着手した。 

  
４４  多多様様なな働働きき方方にに向向けけたた取取組組  
  ⑴⑴  障障害害者者のの職職場場定定着着支支援援  
   障害のある職員及び臨時職員の職場定着に向けた取組において、雇用後の職場定着の

支援を図るため、臨時職員の雇用に関する業務を担当する管理職のうち障害者職業生活
相談員の資格を有していない管理職へ当該資格認定の講習を受講するよう周知した。 

   全職員を対象に障害者を雇用することの社会的責任や必要性、共に働くための合理的
配慮等について、内閣府大臣官房政府広報室が運営している政府広報オンライン等から
抜粋した「障害者の差別解消に向けた理解促進に係る動画」及び「合理的配慮について
の理解を深めるための動画」の視聴を実施した。 

   また、障害者の雇用状況と障害者職業生活相談員の配置について広報誌により周知した。 
   なお、障害者の雇用状況と相談員の配置状況は以下のとおりである。 
 

障害者雇用状況 令和 6 年 4 月 1 日時点 令和 7 年 3 月末時点 
障害者雇用数 86 人 84 人 
障害者雇用率 2.67％ 2.62％ 

 
障害者職業生活相談員 

配置状況 
令和 6 年 4 月 1 日時点 令和 7 年 3 月末時点 

障害者職業生活相談員 85 人（35 拠点） 111 人（50 拠点） 
  ※新たに選任された相談員は 22 拠点で 26 人 

 

  ⑵⑵  女女性性活活躍躍のの推推進進  
   全ての職員の仕事と生活の両立を支援するため、「一人一人がワーク・ライフで輝ける

行動計画」を策定し、具体的な取組内容については次のとおりとした。 
  ア 女性活躍推進委員会において、自身のキャリアアップや仕事と生活を両立し働き続

けるための参考となるよう、多様な働き方をしている女性管理職 4 名をロールモデル
として選定し、女性活躍推進委員からのインタビュー動画とキャリアを全職員へ紹介
した。 

 

  イ 令和 5 年度に実施した女性活躍推進に関するアンケート結果から課題を分析し、

「一人一人がワーク・ライフで輝けるための提言」を作成した。 

 

 

  ウ 男性の育児休業取得率は、令和 7 年 3 月末時点において 82.4％となっており、目標

の 85％に迫っていることから、目標を 100％に引き上げる等、令和 7 年度に行動計画

を見直すこととした。 

 

  エ 在宅勤務について、対象要件を満たさない場合であっても、所属長が真に必要と判

断した場合には認めることや、フレックスタイム制における終業時刻の延伸、時差出

勤の勤務時間帯の始業・終業時刻の細分化を行う等、より柔軟な働き方に対応した。 

 

 令和 6 年 
4 月 1 日時点 

令和 7 年 
3 月末時点 

令和 8 年度 
までの目標 

管理職に占める女性の割合 13.9％ 14.1％ 15％ 

男性の育児休業取得率 50.0％ 82.4％ 85％ 

 

５５  令令和和 66 年年 33 月月末末現現在在ににおおけけるる診診療療報報酬酬等等収収支支整整理理不不能能額額のの処処理理  

    再審査等未調整額については、各地方組織において、未調整の発生から 6 か月以内に電

話及び文書による督促等の初動対応の完了を原則とした速やかな回収対応を実施した。 

  また、地方組織における初動対応を行ったにもかかわらず回収困難となった事例につい

ては、本部において電話及び文書による再督促を実施して未調整額の圧縮を図った。 

  令和 6 年 3 月末現在において、保険医療機関等の開設者が行方不明又は破産等により、

絶対的に回収不能と確認された再審査等未調整額 33,027 千円を収支整理不能額として、

令和 7 年 1 月に事務取扱費の雑費から診療費の欠損を補填することにより処分を行った。 

 

 （点数表別内訳） 

点数表 保険医療機関等数 レセプト件数 金額（千円） 

医科 
病院 11 216 891 

診療所 331 1,947 10,024 

計 342 2,163 10,914 

歯科 
病院 0 0 0 

診療所 232 724 15,314 

計 232 724 15,314 

調剤 143 403 4,741 

訪問看護ステーション 8 16 2,058 

合計 725 3,306 33,027 

  ※ 金額については、千円未満を切り捨てているため、必ずしも一致しない。 


